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平成23年3月11日に、三陸沖を震源としたマグニチュード9.0の東北地方太平洋沖地震が発生し、東北地方を中心に未曾
有の被害を出した。地震発生直後から水道、電気、ガスの主要ライフラインが完全に途絶え、電話、交通網等が麻痺したこ
とにより、市民生活に深刻な影響を及ぼした。また、北海道から千葉県にかけての広範囲に大津波が押し寄せ、特に岩手県、
宮城県、福島県の海岸沿いのまちに甚大な被害をもたらした。

同時に、地震や津波に伴うがれき等の災害廃棄物の発生、被災した工場・事業場等からの有害物質の流出、福島第一原子
力発電所事故による大量の放射性物質の一般環境への放出など、広域的で、複合的な環境問題が引き起こされた。

また、ヘドロや水産加工場から大量に流れ出た魚介類，あるいは，収集しきれない家庭等から出た生ごみや仮設トイレの
衛生問題等により，悪臭や衛生害虫が発生したり，無届解体等によるアスベストなどの粉じんによる健康被害が懸念される
など，地域住民の生活環境の悪化も問題となった。

このような大震災に伴う環境問題の解決に向けて、様々な対応や対策が検討・実施され続けている。そのうち、災害廃棄
物の問題は、被災地の復興や新たなまちづくりのために、できるだけ速やかに対処されるべき課題である。しかし、大震災
後１年半が経過した時点においても、被災地の方々の生活場に近い仮置場における衛生上の問題等が悪化する懸念もあり、
災害廃棄物の一刻も早い処理が急務である。そのためには、極力再生利用するとの方針を踏まえて被災地において処理を最
大限促進すると同時に、処理が確定していない対象物については、積極的に広域処理を具体化していくことが必要である。

この大震災に伴う災害廃棄物の問題を、あらためて「都市空間の持続再生」の視点から考えると、家屋等建築物などの都
市構造物は、長期的に見れば廃棄物としてのポテンシャルを有するストックであると捉えることを示唆している。新たな復
興計画においては、安心・安全な街づくりの観点から、耐震性が配慮されたライフラインや建物への更新や再開発による仕
組みが求められる。その際、ストックごとの材料、建設時期、耐震性などの特性を含めてGIS上でその分布を可視化してお
くことは有意義だと思われる。例えば、数十年先の都市空間における潜在的な廃棄物あるいは再生可能資源の分布や存在量
も評価可能となる。今回の災害廃棄物を含めた環境問題への対処のなかから、都市ストックを潜在廃棄物・再生可能資源と
して捉え、持続再生型のまちづくりの意味を考えることも興味深いと思われる。

A gigantic earthquake, the Tohoku Earthquake, broke out off Sanriku at a magnitude of 9.0 on March 11, 2011 and caused unprecedented 

devastation to the Tohoku region. Major lifelines, including water supply, electricity, and gas, were totally severed immediately after the outbreak, 

and the subsequent paralysis of the telephone and traffic networks had disastrous impacts on the people's life. The Earthquake caused big tsunami 

waves that hit a wide range of coastal areas from Hokkaido to Chiba. The tsunami particularly inflicted devastating damage to the communities along 

the coastline in prefectures of Iwate, Miyagi and Fukushima.

At the same time, there were generation of disaster waste such as rubble caused by the earthquake and tsunami, spills of harmful substances 

from factories, and release of radioactive nucleids to the environment from the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant. Large-scale and complex 

environmental issues were brought about by the Earthquake.

The deterioration of the living environment was also becoming an essential concern by local residents, because there were a large amount of 

coastal sludge and fish processing sludge coming into towns. After the disaster, domestic garbage could not be collected properly and sanitary 

condition of temporary toilets was not well managed in some cases, occurring bad odor and increase of injurious insects. In addition, health damage 

caused by dust, such as asbestos, is also concerned due to illegal dismantling buildings. 

In order to solve the environmental problems associated with such a disaster, a variety of measures and support have been considered and 

implemented by national and local governments. Among the problems, management of disaster waste is one of the most critical and urgent issues 

for reconstruction and new urban development of the affected areas. It is about one and a half years since the Earthquake. However, there is possible 

deterioration of environment and sanitary conditions at living space at which the provisional sites of waste are closely located. Therefore, disaster 

waste treatment is urgently needed as soon as possible. While the in-situ treatment of disaster waste should be promoted as much as possible in 

affected areas based on the recycling policy, it is also necessary to embody and implement the wide-area treatment.

Considering the issue of disaster waste from the perspective of "Sustainable Urban Regeneration", the urban stock of infrastructure and buildings 

has the potential of being waste in the long term view. In the new restoration and redevelopment plans, buildings and lifelines should be renovated 

and renewed with seismic adequacy for urban safety and security. It is meaningful to visualize the distribution of the urban stock on the GIS with their 

information on characteristics, such as their material, age, and seismic capacity. For example, it is possible to evaluate the abundance and distribution 

of renewable resource or potential waste in the urban space of a few decades away. We have to learn lessons from the experience of dealing with the 

disaster waste issue. It is meaningful to propose an innovative style of urban regeneration with sustainable development, regarding the urban stock 

of infrastructure and buildings as a renewable resource and potential stock urban waste. 
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Abstract

Initial responses to disaster waste management 

issues by experts were reviewed, focusing on activities 

of a task team by Japan Society for Material Cycles 

and Waste Management and an information network 

by National Institute for Environmental Studies.  A 

series of emergency recommendations regarding 

the response to the Great East Japan Earthquake by 

the Science Council of Japan was also reviewed, with 

focus on its 4th recommendation on urgent proposal 

related to measures for earthquake disaster waste and 

prevention of environmental impact. 

1.　はじめに
大災害によって生じる多くの難題に適切に

対処するためには、さまざまな職能が求めら
れる。いわゆる「専門家」からは、学術、技
術面での知識や経験をもとに、どのような貢
献が可能だろうか。とくに発災後の初動期に
おける対処において、専門家はどのような役
割を果たしうるだろうか。

本報告書は、東京大学における GCOE プロ
ジェクトの一環として実施した「災害廃棄物
問題への初動対応の検証と中長期的な問題対
応力改善への提言」の成果報告であるが、本
プロジェクト提案の背景には、プロジェクト
参加メンバーが、所属学会などを介して、発
災後の早い段階から展開してきた活動がある。

ここではまず、本報告の主題である災害廃
棄物問題における初動期の専門家の対応や、
日本学術会議をはじめとする学術、技術団体
の初動期の対処を振り返ることによって、大
災害後の初動期における専門家の役割を考え
る一助としたい。

2.　災害廃棄物分野における初動対応
2.1　廃棄物資源循環学会タスクチーム

廃棄物資源循環学会は 1990 年 3 月に廃棄物
学会として設立され、2008 年 12 月に一般社
団法人化が成立するとともに、現在の名称に
発展的に移行した。

東日本大震災の発災に際し、同学会は、発
災からちょうど１週間後の 2011 年 3 月 18 日
に、「災害廃棄物対策・復興タスクチーム」
を発足させている 1)。発足の趣旨では、「今回
の東北地方太平洋沖地震での災害廃棄物に関
して、直近でできる支援を行いつつ記録とし
て残すことともに、将来に向けて、詳細な調
査研究の実施により、学術的・体系的な知見
として取りまとめることを目的」とすること
が謳われている。

このタスクチームは、地震発生後、災害廃
棄物問題の検討が必要との問題意識のもとに
自然発生的に集まったメンバーから編成され
たもので、この問題に関心があり、何らか
の貢献見通しのある学会員や関係者のタスク
チームへの参加を募りながら活動を展開して
いった。

以下、タスクチームの活動を記録したホーム
ページの情報をもとに初期の活動を要約する。

被災地での活動としては、まず、3 月 26 日
に 2 名が仙台市に入り、現場派遣一陣メモと
して現地の状況を翌日付で発信している。そ
こでは、まず、海ごみ（沿岸部津波廃棄物）
と山ごみ（内陸部地震廃棄物）とでは、対処
方策が大きく異なること、とくに前者への対
処の困難性を伝えている。すなわち、沿岸部
については、人命救助が続けられていること、
被害の実態や全容が十分に把握・整理できて
いないこと、復興・復旧の方向性が不明であ
ることなどから、災害廃棄物に対する対応戦
略の立案に向けた課題が山積しており、急ぎ
過ぎずに一定の調査・議論を経てロードマッ
プを作成する必要があるとの印象を報告して
いる。

また、この第一報では、復興・復旧には様々
な部局が関係するため、スムーズな情報交換
や意思決定・実行のための部局横断的な特別
チームを編成することが有効ではないかとの
考察や、エリアごと、フェーズごとの対処の
必要性、さらには廃棄物処理の観点からの被
害の実態や全容の把握・整理の視点の列挙な
ど、その後の災害廃棄物問題の経過に照らし
て、的を射た内容が豊富に盛り込まれている。

その後、東北大学の専門家も加わった現場
派遣一陣のメモは 4 月 6 日の第 6 報まで発信さ
れており、仙台市については、発災後間もな
い段階で設置された一時集積場での分別状況
について報告している。この仙台市の経験を
もとに、これに先立って、4 月 1 日付で「廃
棄物分別・処理戦略（仙台モデル）」の共有
と活用について、が発信され、さらに 4 月 4
日には、「災害廃棄物分別・処理戦略マニュ
アル」の Ver.1 がウエブサイトに掲載された。
現地での当初の活動は仙台市と隣接市にとど
まっていたが、3 月 31 日には石巻市、4 月 5
日には岩手県陸前高田市を訪問して状況を伝
えてきている。

4 月初旬には、現地タスクチームに国立環
境研究所の研究者が複数参加し、4 月 8 日以
降のいわば第 2 フェーズの現場派遣メモが発
信されている。その内容は多岐にわたるが、

水産加工業からの排水、浄化槽、し尿処理な
ど、液状廃棄物問題、公衆衛生の観点からの
報告も多く盛り込まれている。第 2 フェーズ
の現地派遣メモは、4月17 ～ 18日発信分まで、
計 6 報発信され、3 月 26 日以降の現地からの
調査報告は計 12 報にのぼる。これら初動期の
一連の報告は、当時、全国からいわば後方支
援にあたっていたタスクチームメンバーに実
情を伝え、技術的な情報支援を仰ぐうえでの
貴重な情報源であったが、時間が経過した後
に改めて読み返すと、初動期の実態把握状況
を検証するための資料としても貴重なもので
ある。

その後、4 月 30 日には、タスクチームのそ
れまでの成果を関係者と共有、議論すること
で、その後の復興活動の推進を目指すことを
期して、「東日本大震災の災害廃棄物に関す
る緊急報告会」が東京で開催された。また、
この日に災害廃棄物分別・処理戦略マニュ
アルは Ver.2 に更新され、さらに 6 月 15 日の
Ver.2Re.3 まで更新が続けられた。

このように、タスクチームは発足後約 1 か
月半の間に、現地での実態把握に基づく情報
発信、マニュアルのとりまとめ、成果の緊急
報告会の開催など、実のある活動を活発に展
開したことが明らかである。なお、タスクチー
ムとしての情報発信は、初動期に集中してお
り、5 月以降の発信は、岩手県からの依頼に
よる「災害廃棄物の燃焼試験に関する報告」
のとりまとめ(2011年8月)、「災害廃棄物分別・
処理実務マニュアル－東日本大震災を踏まえ
て」の出版 (2012 年 6 月 ) などに限られている。
発災から時間が経過する中で、国、県などの
公的な対処の仕組みが次第に整い、専門家も
各々の組織などを通じた恒常的な対処へと移
行したためであろう。

2.2　国立環境研究所の震災対応ネットワーク
廃棄物資源循環学会のタスクチームが現地

での実態調査などの活動を展開する一方で、
国立環境研究所資源循環・廃棄物研究センター
が中心となって、国内の研究者・技術者から
構成される震災対応ネットワークが運用され、
知見や経験を集約する機能を果たした 2)。

学会タスクチームによる分別・処理戦略マ
ニュアルがカバーする分野とも一部重なる
が、災害廃棄物に関する自治体担当者・専門
家向けの技術情報が項目ごとにまとめられ、
順次発信された。その例として、「水産廃棄
物の処理方法について（第二報）」（3 月 27 日）、

「仮置場の設置と留意事項（第一報）」、「災害
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廃棄物の重量容積変換について(第一報)」、「津
波がもたらしたヘドロへの対応について（第
一報）」、「PCB 含有廃棄物について（第一報）」

（以上 4 月 1 日）、「災害廃棄物の野焼きについ
て（第一報）」（4 月 12 日）、「仮置場の可燃性
廃棄物の火災予防（第一報）」（5 月 18 日）な
どがあげられる。これらは、学会タスクチー
ムや現地の自治体からの情報に基づき、被災
地での懸案課題に対する助言や質問への回答
という役割を果たした。

3.　日本学術会議の緊急提言
日本学術会議は、わが国の人文・社会科学、

自然科学全分野の科学者の意見をまとめ、国
内外に対して発信する日本の代表機関であ
り、その役割の一つに、政府、社会に対する
提言の発出があげられる。震災後に設けられ
た日本学術会議東日本大震災対策委員会 3) は、
まず、3 月 25 日に第一次緊急提言を発出した。
その内容は、1) 国民の心配、疑問に応えると
ともに、事態に対する国民の理解を深め、適
切な行動の基盤と早急に整えること、2) 自治
体間の水平的連携の考え方に立ち、ペアリン
グ支援を講じること、3) 原子力災害に関して、
適切な専門家による補足説明を行う体制を早
急に整備すること、4) 原発施設外の環境モニ
タリングとそのデータの評価について、一元
的かつ継続的な体制を至急構築し、国民への
信頼感の醸成と海外への科学的情報発信に努
めること、の 4 項目に要約される。次いで 4
月 4 日には「福島第一原子力発電所事故後の
放射線量調査の必要性について」と題する第
二次緊急提言が発出され、詳細な汚染分布情
報を得るための大規模調査の早急な実施を求
めている。このように、最初の 2 つの緊急提
言は、原発事故に対する対処に関する内容が
多くを占める。さらに、翌 4 月 5 日には、被
災者の救援の迅速・全面的な実施、被災地域
の復興に向けての取り組み、原発事故による
避難者の救援と事故への対応を主な内容とす
る第三次緊急提言「東日本大震災被災者救援・
被災地域復興のために」が発出され、同日に
第四次緊急提言「震災廃棄物対策と環境影響
防止に関する緊急提言」も発出された。

この第四次緊急提言は、日本学術会議の環
境学委員会、土木工学・建築学委員会からの
提案を基に検討され、廃棄物資源循環学会、
土木学会、日本水環境学会の意見を反映させ
てとりまとめられたものである。震災廃棄物
対策が緊急提言のタイトルにも明示され、と
くに本報告と関わりの深い内容であり、筆者

らもその発議、取りまとめに関わった。表１
にその内容の要約を示す。前記の廃棄物資源
循環学会タスクチームの活動や、国立環境研
究所の震災対応ネットワークの情報なども反
映されており、公衆衛生の確保、廃棄物の集
積場所の確保、復旧・復興における資源活用、
地域雇用と広域連携といった、その後の災害
廃棄物処理でも要点となる項目で構成されて
いる。なお、日本学術会議の緊急提言はその
後さらに第七次提言まで発出されており、う
ち第五次と第七次が原発事故に関連する内
容、第六次は救済・支援・復興における男女
共同参画に関するものである。

４．東京大学学内における対応との関連
学内においては、東日本大震災に関する救

援・ 復 興 支 援 室 が 設 置 さ れ、 教 育 活 動、 社
会連携活動の一環として実施されている救
援・復興支援に関わる活動について、救援・
復興支援室登録プロジェクト 4) としてとりま
とめて公表する体制がとられた。筆者らは、
GCOE プロジェクト「都市空間の持続再生学
の展開」と関連づけて、「資源循環・水を切
り口にした都市空間の持続再生学のフィール
ド展開」をプロジェクトとして登録した。陸
前高田市などにおける事例調査は、このプロ
ジェクト登録が契機となって実現したもので
ある。

また、工学系研究科が 2011 年 5 月にとりま
とめた「震災後の工学は何をめざすのか」（緊
急工学ビジョン）や、これをもとに後に出版
された書籍に対しても、初動期以降の一連の
対処から得られた知見をインプットしている。

5.　まとめ
初動が十分に迅速かつ的確であったか否か

については、さらなる客観的な評価が必要で

あろうが、災害廃棄物処理分野における研究
者、技術者の対応は比較的早かったと考えら
れる。

強いて課題をあげるならば、初動期の高い
問題意識の中での実態把握や、それに基づく
問題点の指摘が、より組織だった対処へと移
行する中でやや風化し、指摘した懸案課題が
実行に移されたかどうかのフォローが十分で
あったかどうかの検証が必要であろう。

また、仙台市での初動対応を専門家が支援
し、トップランナー的な経験をマニュアルと
してまとめたことの意義は大きいが、後に別
報で述べるように、仙台市は行政の規模や権
限の面で、津波被災地の中では他とはやや性
格が異なる。初動期に続く時期において、よ
り小規模な自治体や、県レベルでの計画的対
応に対しても、専門家がさらに積極的な役割
を果たす余地がなかったかどうかも課題とし
て挙げておきたい。

参考文献
１）廃棄物資源循環学会災害廃棄物対策・復
興タスクチームホームページ
http://eprc.kyoto-u.ac.jp/saigai/
2) 国立環境研究所：研究者ネットワーク等を
活用した災害・放射性物質汚染廃棄物対策へ
の貢献
h t t p : / / w w w. n i e s . g o . j p / s h i n s a i / i n d e x .
html#title01
3) 日本学術会議東日本大震災復興支援委員会
http://www.scj .go.jp/ja/member/iinkai/
shinsai/shinsai.html#taisaku
4) 東京大学東日本大震災に関する救援・復興
支援室の登録プロジェクト一覧
http://www.u-tokyo.ac.jp/public/recovery/
project_110622.

1.1　初動対応における専門家の役割
Role of Experts in Initial Responses

１．公衆衛生の確保や有害廃棄物対応を念頭におき、緊急の処理・処分を行うこと。
 （腐敗物への優先的対応、有害廃棄物（医療系、アスベスト、ＰＣＢ等）の所在確認と適正処理を行うこと。

緊急度に応じたし尿処理施設等への投入、現地焼却、環境水での洗浄、水産資源などの限定的な海洋投
棄などの方法を、関連法令に留意し、衛生環境を確保ながら行うこと）

２．水環境に配慮した暫定集積場所を定め、一定の分別を行うこと。
 廃棄物集積地の早急な決定。腐敗物、可燃物、不燃物、瓦礫、有害廃棄物を混ぜないこと。津波に伴う

大量の汚泥など性状が不明の廃棄物の暫定保管と適正処理。火災等を防ぐため大きな堆積物の山を作ら
ないこと。水質・土壌・地下水汚染を引き起こさないように留意。

３．復旧・復興における資源活用につながるリサイクルを視野に入れること。
 震災廃棄物の中に含まれるコンクリートがら、土砂、金属類（自動車を含む）、木屑などを復旧・復興

に有用なリサイクル資源として活用。重量物は地域の復旧・復興に、木屑は火力発電所での活用など、
広域的なリサイクル。復旧・復興計画の姿を描いたうえで処理計画を策定。

４．震災廃棄物リサイクルへの地域雇用と広域連携を推進すること。
 二次集積場所の選定や分別等方法の具体化。災害廃棄物処理の実施が地域の雇用（国際的には、Cash 

for Workとして推奨）に繋がるように配慮。処理計画のスムーズな実施のための地域規模・全国での連携。
そのための関係者の支援、連携。

表１　日本学術会議「震災廃棄物対策と環境影響防止に関する緊急提言」の概要
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Abstract

Disaster waste management was recognized as one 

of the priority issues at the early stage after the Great 

East Japan Earthquake. Governmental responses at 

national, prefectural and municipal level and their 

relationships were summarized by reviewing reference 

materials disclosed by governmental institutions 

and by interviews to officials and experts. Because 

of severe damages, a number of municipalities sub-

commissioned the disaster waste management to 

prefectural governments. Overviews of the Act on 

Special Measures for Disaster Waste Management 

compiled on August 2011 as well as disaster waste 

management plans adopted in summer 2011 by Iwate 

and Miyagi prefecture are presented.

1.　はじめに
大規模な自然災害の発生時には、膨大な量

の災害廃棄物が発生する。災害時においても、
明らかに事業活動由来と判定できるものは産
業廃棄物となるが、倒壊した建物の瓦礫など
は、由来の判定が困難なことから、災害廃棄
物は、通常、一般廃棄物として扱われる。廃
棄物処理の法令上、一般廃棄物の処理責任は
市町村にあるが、処理施設自身が被災したり、
施設が被災を免れた場合でも、通常の処理能
力を大幅に上回る廃棄物が発生したりするた
め、その処理責任を被災自治体のみに負わせ
ることが困難な状況が生じうる。

こうした大規模災害時の廃棄物の処理につ
いては、阪神淡路大震災やその後の大規模水
害などの経験を踏まえ、国の廃棄物行政にお
いても検討が進められてきた。廃棄物行政が
旧厚生省所管であった 1998 年に震災廃棄物
対策指針が、東日本大震災の発生の 1 年前の
2010 年 3 月には、広域体制整備の手引き 1) が
環境省によってとりまとめられていた。広域
処理の課題については、本誌では第 3 部で取
り上げる。

こうした検討が行われてきたにもかかわら
ず、東日本大震災においては、災害規模の甚
大さゆえに、既存の行政的な枠組みの中では
対応が困難な多くの難題が発生した。発災後
の初動以降、特別措置法の制定も含めた対応
がとられてきたが、発災後、１年半近くの経
過の中で見えてきた課題も少なくない。

本稿では、法令や財政面の制度、国、県、
市町村の役割分担や相互関係など、行政の仕
組みを念頭におきながら、資料調査と被災地
の関係者からのヒアリングによって得た課題
をまとめる。

2.　初動期の行政的対応の経緯
2.1　環境省の初動対応

環境省の資料 2) によれば、同省の緊急災害
対策本部設置は 3 月 11 日 15 時半であり、13
日 12 時にはその下に災害廃棄物対策特別本部
が設置された。廃棄物の処理の各県をまたぐ
広域的総合調整のための体制を整備し、( 社 )
全国都市清掃会議に対し、自治体間協力の現
場レベルでの支援の総合調整を要請したとさ
れる。また、翌 14 日には、特別本部長 ( 政務官 )
より、各都市及び関係団体に対し、被災市町
村の災害廃棄物の処理についての支援が要請
されている。

なお、この資料には、発災後数日間の廃棄
物分野の種々の課題も記録されており、収集
車、仮設トイレなどの機材提供など被災地支
援に関する課題のほか、沿岸部への漂流・漂
着ごみ、計画停電実施時の施設管理、収集車
の燃料確保、処理に必要な薬剤の調達障害の
可能性など、津波被災地の災害廃棄物問題以
外の種々の課題を概観することができる。

発災 5 日後の 3 月 16 日には、「東北地方太平
洋沖地震における環境省の基本的対応方針に
ついて」3) が発せられている。環境問題全般
をカバーする 5 つの項目の第 2 に「被災地に
おける生活の回復を図っていく上で、災害廃
棄物や海岸漂着物等の迅速な処理は大前提の
条件となる。このため、環境省がもつあらゆ
るネットワークと連携して、その処理を支援
する。」という表現で、災害廃棄物への対応
が挙げられている。また、この文書の末尾は、

「上記支援を環境省として効率的かつ迅速に
進めていくには、現地のニーズを的確に把握
し、関係府省の地方機関や関係地方自治体と
現場レベルで具体的な連携をとっていくこと
が不可欠である。早急に東北地方環境事務所
に現地対策本部を設け、現地における環境省
の体制を充実する。」と結ばれている。杉本 4)

は、初動期に自治体が現場の支援に駆けつけ
たのに対し、環境省の方針が曖昧であること
を指摘している。関係府省の地方機関や関係
地方自治体との現場レベルでの連携の重要性
の認識は的確であるが、それが十分に機能し
たかの検証がさらに重要であろう。

2.2　発災後初期の瓦礫の撤去
発災後の初期段階においては、瓦礫が散乱

する被災地での優先事項は生存者の捜索、遺
体の収容、道路の確保（啓開）、貴重品の回
収などである。自衛隊、ボランティアなども

加わった撤去作業により、瓦礫は一時的には
被災現場に集められていたが、その後、多く
の自治体で一次仮置場と呼ばれる集積所が定
められ、搬出が進められた。被災現場から仮
置場への瓦礫の搬出は、市町村ないしその委
託を受けた県が主体となって進められている
が、発災後初期の現場における瓦礫の撤去、
集積は多様な形態で実施されたと考えられ
る。発災後初期においては、他に優先すべき
事項も多いが、現場での分別の程度がその後
の処理の行いやすさに大きく影響することか
ら、瓦礫の撤去の方法や分別について、廃棄
物行政が早期にどこまで介入すべきか、介入
しうるかが、重要な検討課題の一つであろう。

2.3　被害の実態把握に基づく対処
沿岸部の被害状況の実態把握には発災後、

一定の時間を要したが、3 月 17 日には、岩手
県の廃棄物担当部局から環境省に対し、「沿
岸部は壊滅しており市町村は機能できない状
況。災害廃棄物の処理は県が実施する」旨の
連絡があったことが上記資料に記録されてい
る。その後、実際に市町村から県への委託処
理 が 行 わ れ る こ と と な る が、4 月 4 日 に は、
総務省と環境省との連名で、「災害廃棄物処
理事務の委託に関する規約例について」とい
う文書が、地方自治法第 252 条の 14 第１項の
規定に基づく事務の委託を行う場合の雛形と
して関係県あてに送付されている。

当時、現場でさまざまな課題が生じたこと
は学会等の対応で既に述べたとおりである
が、そうした技術的助言も参考に、個々の課
題への対処に関する方針が次々と国から自治
体へ発せられた。それら全てを網羅すること
は容易ではないが、受け取った被災県側の資
料のまとめ 5) において、発災後約 1 ヶ月間の
状況を概観することができる。

技術面ではなく法的な主要課題の例とし
て、私有財産を災害廃棄物として処理するに
あたっての所有権の問題があり、国レベルで
も法務副大臣と座長とする「災害廃棄物の処
理等に係る法的問題に関する検討会議」が 3
月 21 日以降、開催されていた。技術面、法制
度面の両方にまたがる端的な例としては、被
災した冷凍冷蔵倉庫等の水産物の腐敗という
問題に対し、海洋汚染防止法に基づく緊急告
示を公布し、対象となる廃棄物の海洋投入を
可能とした例（宮城県4月7日、岩手県6月17日）
がある。

発災後 2 ヶ月余りを経た 5 月 16 日には、「東
日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マ

1.2　災害廃棄物問題への行政対応の経緯
Progress of Governmental Responses to Disaster Waste Management
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スタープラン）」6) が提示され、市街地から撤
去された瓦礫の仮置場への搬入後の分別、処
理、処分の考え方の大枠が示された。その具
体的な運用や実践については第２部以降で詳
しく示す。

2.4　法整備による対応
東日本大震災からの応急復旧などを迅速に

進めるため、「東日本大震災に対処するため
の特別の財政援助及び助成に関する法律」が
5 月 2 日に公布、施行された。廃棄物関係では、
災害廃棄物の処理費用に関する国庫補助率の
嵩上げと、廃棄物処理施設の災害復旧費用に
関する国庫補助率の嵩上げが該当する。これ
に関連する政令や補助金交付要綱が同日に定
められた。

これによって、災害廃棄物処理費用のほぼ
全額を国庫負担とする枠組みが整ったが、さ
らに、災害廃棄物処理の実務を国が代行でき
ることを定めた「東日本大震災により生じた
廃棄物の処理の特例に関する法律案」が 7 月
8 日に閣議決定され、「東日本大震災により生
じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法」
という名称で 8 月 18 日に公布、施行された。
その概要を表 1 に示す。

この特別措置法では、甚大な被害を受けた

市町村の長からの要請に基づき、国が直接処
理を代行することが可能と定められた。一
方、前述のとおり、市町村から県への委託と
いう形態での処理が被災後初期から検討され
ていた。その後、甚大な被害を受けた市町村
の処理は国による代行ではなく、県への委託
によって行われており、国による代行と県へ
の委託とがこの時期に方針として並立したこ
とが、その後の処理を遅らせる一因とならな
かったかどうか、検証が必要であろう。（注：
国の直轄による廃棄物処理の代行について
は、福島第一原発事故への対処のため制定さ
れた放射性物質汚染対処特別措置法のもとで
の「対策地域内廃棄物」の例がある。）。

また、この特別措置法第 6 条では、「災害廃
棄物に係る仮置場及び最終処分場の早急な確
保のための広域的協力の要請等」について定
めており、これに基づいて、その後推進され
ることとなるのが、県外での広域処理である。
広域処理については、放射性物質汚染問題と
関わることから、後に第 3 部の別報で詳述す
る。

3.　岩手県、宮城県における計画的処理
東日本大震災による被害は広範囲にわたる

が、災害廃棄物の発生量が特に多いのは、岩

手、宮城、福島の 3 県であり、当初、3 県合
計で約 2300 万トンと推計されてきた。これ
ら 3 県のうち、福島県については、原発事故
に伴う放射性物質汚染のために異なる取り扱
いがされる場合が多いため、本報告では岩手
県、宮城県の 2 県に焦点をあてる。また、本
報では発災後の対応の枠組みのまとめを中心
とし、第 2 部の別報において岩手県、宮城県
における現場での調査や関係者からの意見聴
取をもとに、両県の災害廃棄物処理における
具体的課題の抽出と、その共通点、相違点に
ついて整理を行う。

3.1　岩手県における対応
岩手県においては、岩手県災害廃棄物処理

対策協議会が設置され、初回は 3 月 29 日に開
催された。6月20日には第2回会合が開催され、
同日付で岩手県災害廃棄物処理実行計画 7) が
策定されている。この実行計画は、5 月 16 日
の国のマスタープランに沿ったものであり、
沿岸 12 市町村を久慈、宮古、釜石、大船渡の
4 地域に区分し、災害廃棄物の発生量の推計
や、県内の既存施設を活用した処理計画を示
している。

基本方針として、
1) 地域の復興に寄与する処理
2) リサイクルを重視した処理
3) 広域処理も活用した迅速な処理
の 3 項目を掲げ、この時点での推計発生量

は可燃物 105 万トン、不燃物 294 万トン、津
波堆積物約 185 万トンの計 583 万トンであっ
た。環境省が国内の一般廃棄物処理施設に設
備の余力を照会し、5 月 11 日現在で全国 41 都
道府県の焼却施設から 290 万トンの受け入れ
が可能とされていたことが記されているが、
これは可燃物発生推計量の 2.8 倍にも達する。
一方、被災地内外の一般廃棄物処理施設、産
業廃棄物処理施設の余剰能力を検討し、セメ
ント工場の能力が大きいこと、但し塩素濃度
が受け入れ上の制約となるため、除塩装置の
必要性の指摘があることが記されている。ま
た、県内の最終処分場の残余容量から、埋立
容量の不足を懸念し、県外での広域処理の可
能性について言及している。

その後、8 月 30 日の第 3 回協議会において、
詳細計画が示された。詳細計画では、１次仮
置場での粗選別、2 次仮置場での破砕・選別、
その後の県内外での処理・処分のマスバラン
スが市町村ごとに示され、破砕・選別施設の
施設配置例や立地場所などが示されている。
その後、仮置場への搬入、処理が進んだこと

1.2　災害廃棄物問題への行政対応の経緯
Progress of Governmental Responses to Disaster Waste Management

（１）国の責務 ： 迅速・適切な処理を図る
　国は、災害廃棄物の処理が迅速かつ適切に行われるよう、
　　① 市町村及び都道府県に対し必要な支援を行う。
　　② 災害廃棄物の処理に関する基本的な方針、工程表を定め、これに基づき必要な措置を講ずる。

（２）災害廃棄物の処理に関する特例 ： 市町村の処理の代行
　環境大臣は、震災により甚大な被害を受けた市町村の長から要請があり、
　　① 当該市町村の災害廃棄物の処理の実施体制
　　② 災害廃棄物の処理に関する専門的な知識・技術の必要性
　　③ 災害廃棄物の広域的な処理の重要性
　 を勘案して必要があると認められるときは、復興庁の長である内閣総理大臣の総合調整の下、関係行

政機関の長と連携協力して、当該市町村に代わって災害廃棄物の処理を行うものとする。
（３）費用の負担等 ： 市町村負担の軽減

　○  環境大臣が災害廃棄物の処理を代行する場合、処理に要する費用のうち、市町村が自ら災害廃棄物
の処理を行った場合に国が市町村に交付すべき補助金の額を除いた額を市町村の負担とする。

　○  国は、市町村が災害廃棄物の処理に当たって負担する費用（国が処理を代行する場合の市町村負担
分も含む。）について

　　① 必要な財政上の措置を講ずる。
　　②  ①のほか、地域における持続可能な社会の構築や雇用の機会の創出に資する事業を実施するため

に造成された基金の活用による被災市町村負担費用の軽減その他災害廃棄物の処理の促進のため
に必要な措置を講ずる。

（４）国が講ずべき措置 ： ６つの措置を明文化
　国は、災害廃棄物の処理に関して、
　　① 災害廃棄物に係る仮置場及び最終処分場の早急な確保のための広域的協力の要請等
　　② 再生利用の推進等
　　③ 災害廃棄物処理に係る契約の内容に関する統一的指針の策定等
　　④ アスベストによる健康被害の防止等
　　⑤ 海に流出した災害廃棄物の処理指針の策定とその早期処理等
　　⑥ 津波堆積物等の災害廃棄物に係る感染症・悪臭の発生の予防・防止等
　の必要な措置を講ずる。

表 1　東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法の概要
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から、災害廃棄物発生量の見直しが行われ、
2012 年 5 月 21 日に第 4 回協議会を開催して、
詳細計画の改訂版(総量525万t)が策定された。

3.2　宮城県における対応
宮城県では、災害廃棄物処理対策協議会が

設置され、2011 年 4 月 13 日に開催された初
会合では、県内の災害廃棄物の総量について、
1550 ～ 1820 万 t との推定値が示されている。
これより先立つ 3 月 28 日に示された「宮城県
災害廃棄物処理の基本方針」8) では、市町村
からの事務委託により、県が処理を行うこと
も想定しており、また、この時点で、5000t/
日規模の破砕施設、200t/ 日 ×6 基の焼却施設
を有する大規模な仮置場のイメージ図が既に
示されている。

これを踏まえた 5 月 30 日付の「宮城県災害
廃棄物処理指針」9) では、災害廃棄物の区分、
一次仮置場、二次仮置場における処理フロー、
市町村と県との役割分担などが示されてい
る。なお、この時点で二次仮置場は県内に数
か所程度設置の予定とされているが、設置場
所や施設の詳細はこの時点では未定であっ
た。

その後、より具体的な計画として、7 月に
宮城県災害廃棄物処理実行計画 10) がとりまと
められている。被害の比較的少ない市町村で
は単独で処理を行うが、単独の市町では処理
が困難な沿岸部については、地域ブロックご
とに事業者からの提案を公募する形での処理
を行うことが示された。市町からの事務委託
によって県が処理を担当する地域ブロックと
して、気仙沼、石巻、宮城東部、亘理・名取
の 4 ブロックとされた。この時点で、ブロッ
クごとの二次仮置き場の候補地が示されてい
るが、変更・追加がありうるとされており、
実際、最終的な施設配置は多少異なっている。

その後、宮城県下では、これらブロックご
とに複数の事業者からなる共同企業体 (JV) に
よるプロポーザル公募を経て処理計画の詳細
が 順 次 決 定 さ れ た。2012 年 7 月 に は、 被 災
地に散乱した廃棄物の仮置き場への集積がほ
ぼ完了し、ブロックごとの処理業務の発注が
完了したとして、宮城県災害廃棄物処理実行
計画 ( 第二次案 ) がとりまとめられた。なお、
2012 年 5 月段階で、宮城県の災害廃棄物の発
生量が大幅に下方修正されていており、当初
の 1500 ～ 1800 万トンとの見通しに対し、実
行計画第二次案での最新推計は 1252 万トン、
うち宮城県が委託によって処理する量が 683
万トンとされている。

3.3　仙台市における対応
宮城県内のうち、仙台市については、政令

指定都市として平常時から他の市町村とは行
政の所掌範囲が異なっており、災害廃棄物の
処理計画においても宮城県とは別の体系と
なっている。したがって、岩手、宮城 2 県と
いうとらえ方は不正確であり、岩手県、仙台
市以外の宮城県、仙台市という 3 区分で整理
するほうがより的確である。

仙台市においては、前報で紹介した廃棄物
資源循環学会のタスクチームが初動段階から
現地での活動に参画しており、その成果は同
学会がとりまとめた災害廃棄物分別マニュア
ルにも反映されている。仙台市の初動対応は
早く、発災 4 日後の 3 月 15 日には各区 1 カ所
の仮置場が開設され、3 月末には他の自治体
の二次仮置場に相当する 3 か所の搬入場での
受入が開始されている。3 炉の仮設焼却炉の
設置は 4 月に決定され、5 月に発注されている。
そのうち 2 炉は 9 月の試運転の後、10 月から
本格運転に入り、残る 1 炉も 12 月には稼働し
ている 11)。

仙台市においても、沿岸部の津波被害は甚
大で、内陸部でも地震動によるかなりの被害
があったが、行政機能が壊滅的に損なわれる
には至らなかったこと、また、政令指定都市
である仙台市は、他の市町村に比べて行政組
織の規模と権限が格段に大きいことが、こう
した初動対応を可能としたと考えられる。な
お、宮城県がとりまとめている全壊、半壊等
の区分別の建物被害棟数と災害廃棄物の発生
量との関係が、仙台市とそれ以外の宮城県と
では大きく異なる。今後、こうした点の確認
も必要であろう。

4.　まとめ
災害廃棄物処理を第一義的に担う主体であ

る市町村の行政機能が損なわれる状況の中、
国、県レベルの行政において、初動以降、ど
のような対応がとられてきたかを中心に整理
した。市町村に代わって災害廃棄物処理の実
務的機能を県や国が代行すべきことは早期か
ら認識されていたが、それを具体的にどのよ
うな方法で進めるか、国、県、市町村の間で
どのように役割分担を行うか、それを制度面
でどのように整理するかについては、契約手
続などの会計処理上の問題も含め、必ずしも
円滑ではない面があったことが垣間見える。
廃棄物問題以外の発災後の初動期の問題への
対応や、平時における廃棄物問題への対応も
念頭におきながら、国、県、市町村という 3

レベルの階層構造に起因する問題点につい
て、行政学的な視点も含めた再検討を行うこ
とが今後の課題である。
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Abstract

Real practices of disaster waste management have 

been investigated by site visit to coastal area damaged 

by Tsunami, focusing on Rikuzen-takata city in Iwate 

prefecture. A series of processes were reviewed, by 

on-site observation, including removal of tsunami 

debris from damaged area, transportation of debris to 

primary stockyards, sorting and crashing at secondary 

stockyards, desalination as pre-treatment and thermal 

treatment by cement kiln.  The record of visits to 

neighbor municipalities including Kamaishi city, where 

a shut-down melting furnace was restarted, were also 

summarized. 

1.　背景
本稿を含む本出版物は、東日本大震災の発

生に対応して、GCOE プロジェクト「都市空
間の持続再生学の展開」S 部会の活動の一環
として提案・実施した「災害廃棄物問題への
初動対応の検証と中長期的な問題対応力改善
への提言」の成果報告である。一方、東京大
学全学において、東日本大震災に関する救援・
復興に係るプロジェクトが募られたことか
ら、筆者らは「資源循環・水を切り口にした
都市空間の持続再生学のフィールド展開」を
登録した。この登録プロジェクトは、「大震
災によって、上下水道や廃棄物処理等の都市
環境関連施設においても多数の基礎自治体が
その機能に支障をきたしていることから、水
処理、廃棄物処理・資源循環分野における被
災地の現場の問題解決を学の立場から支援す
ること」を内容とし、被災地の県および基礎
自治体（岩手県を中心とすることを想定）を
活動場所として提案した。東京大学救援・復
興支援室プロジェクトとして公開したとこ
ろ、陸前高田市で支援活動を行っている団体
から、汚水や廃棄物に関連する公衆衛生上の
課題について相談が寄せられた。これを契機
として、本課題では陸前高田市を中心に、こ
れと隣接する岩手県南部～宮城県北部の沿岸
部を主たる調査対象地域とした。

2.　現地調査とヒアリング調査の概要
2011 年度の事例調査では、岩手県の市町村

の中で発生推計量が最も多い陸前高田市を中
心として、その周辺市町村（大船渡市、釜石市、
大槌町、宮城県気仙沼市）を対象に、災害廃
棄物の撤去および選別に関する現地調査と、
市町村の担当者に対するヒアリング調査を実
施した。また、被災地周辺において大量の災
害廃棄物が処理可能な既存施設として、大船

渡市に立地するセメント工場の被災・復旧状
況と、震災前に停止していた釜石市の清掃工
場（ガス化溶融炉）の再稼動状況の現地調査
を実施し、それらにおける災害廃棄物の受入
可能性について、現場の担当者などに対して
ヒアリング調査を実施した。

一方、津波による被災状況や災害廃棄物の
発生・処理状況は地域によって多様であると
考えられることから、2012 年度には、沿岸部
の全市町村の中で災害廃棄物の発生量が最大
とされる宮城県石巻市や、早期から他都県と
の間での広域処理が実施されてきた岩手県宮
古市などを調査対象に加えた。

以上の現地調査とヒアリング調査の概要は
表 1 に示したとおりである。また、調査対象
とした市町村の位置については、図 1 の地図
を参照されたい。

本章では、まず陸前高田市における事例調
査から、市町村における災害廃棄物の撤去
および仮置場での選別に関する経緯と状況

（2012 年 3 月時点）、そこから明らかになった
課題について述べる。次に、太平洋セメント
大船渡工場におけるセメントキルンの復旧お
よび災害廃棄物の処理に関する経緯と状況、

および今後の受入可能性と課題について述べ
る。また、釜石市栗林町の旧釜石市清掃工場

（ガス化溶融炉）の再稼動までの経緯と、災
害廃棄物の受入に関する状況と課題について
述べる。

3.　陸前高田市における災害廃棄物と仮置場
現地調査とヒアリング調査において市町村

の担当者から得た情報と、岩手県や環境省か
ら公表されてきた資料を総合し、陸前高田市
で発生した災害廃棄物の処理の主要な経緯と
課題をまとめる。

環境省による災害廃棄物の発生量推計によ
ると、陸前高田市は 1,482 千トンと岩手県の
市町村の中で最大であり、県の総発生量の約
28% を占める 1)。第 3 回の調査（2011 年 10 月
末）を実施した時点での発生推計量は 1,016
千トン（県の総発生量の約 21%）であり、そ
の 100% が仮置場に搬入されたものとされて
いた 2)。しかし実際には、この段階では損壊
した建築物の解体に伴う廃棄物の発生量推計
が不十分であることは、すでに市の担当者に
は認識されていた。また、災害廃棄物への土
砂（津波堆積物）の混入も、当初の推計より

2.1　岩手県南部を中心とする災害廃棄物処理状況調査
On-site Investigation of Disaster Waste in Southern Iwate Area

期日 調査先 調査目的 調査者

第 1回 2011 年
7月 5日・6日

陸前高田市役所，避難所
瓦礫の一次仮置場，市街地

市長面会
被災状況，瓦礫の撤去状況 山本，森口

第 2回 8月 2日・3日

岩手県庁
太平洋セメント大船渡工場
陸前高田市役所
瓦礫の一次仮置場，市街地

セメントキルンの復旧状況と
災害廃棄物の受入可能性
被災状況，瓦礫の撤去状況

山本，森口，
北垣

第 3回 10 月 30 日・31 日

陸前高田市役所
瓦礫の一次仮置場
二次仮置場（破砕・選別施設），
市街地，仮設住宅

被災状況，瓦礫の撤去状況
仮設住宅の居住環境

山本，森口，
中谷

第 4回 2012 年
2月 27 日 岩手県庁 災害廃棄物処理の進捗状況 森口

第 5回 3月 14 日・15 日

太平洋セメント大船渡工場
陸前高田市役所
旧釜石市清掃工場
市街地（陸前高田市，大船渡
市，釜石市，大槌町，気仙沼市）

セメントキルンの復旧状況と
災害廃棄物の受入可能性
溶融炉の再稼働状況と災害廃
棄物の受入可能性
被災状況，瓦礫の撤去状況

森口，中谷

第 6回 5月 23 日
石巻市
( 宮城県石巻ブロック処理事
務所 )

宮城県の処理計画の進捗
二次仮置場・選別施設の稼働
状況の調査

森口

第 7回 7月 23・24 日
陸前高田市役所
沼田地区二次仮置場
小友地区一次仮置場

災害廃棄物処理の進捗状況
災害廃棄物、津波堆積物の、
集積、選別・処理状況調査

森口

第 8回 8月 2日・3日

石巻市

女川町、南三陸町、気仙沼市、
大槌町、山田町
宮古市

宮城県の処理計画の進捗
施設の稼働状況調査
一次仮置場、二次仮置場予定
地の調査
仮置場、選別施設調査
市長面会

森口

表 1　災害廃棄物処理に関する現地調査とヒアリング調査の概要

（2011 年度～ 2012 年 8 月）
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も実際の発生量が大きくなる要因となった。
陸前高田市においては、市街地の主要部分

が広範囲にわたって壊滅的な被害を受け、流
出を免れた鉄筋コンクリート造や鉄骨造の一
部の堅牢な建築物も大きく損壊している（図
2、図 3）。

また、市街地の中心部から南西方向に位置
する長部地区において漁港や水産加工工場が
被災したことから（図 4）、流出した水産物が
時間の経過とともに腐敗し、蝿の大量発生を
招いた。

この問題に対処するために、市から県に対
して仮設焼却炉の設置などによる現地での早
急な処理の要望もあったが、県の計画では隣
接する大船渡市（図 1 参照）に立地するセメ
ント工場における処理を主体とすることが決
定されていたため、仮設焼却炉は設置されな
かった。この水産物が混入した瓦礫について
は、破砕・選別施設が同地区に仮設され、後
述するセメント工場における焼却処理の開始
とともに搬出されることで改善をみた。

陸前高田市では、6 つの被災エリア（長部、
気仙川西、高田、米崎、小友、広田）で発生
した災害廃棄物に対し、5 箇所 ( 的場、森の
前、野外活動センター跡、曲松、小友浦）の
一次仮置場と 1 箇所の二次仮置場（沼田地区）
が設置されている（注：廃棄物資源循環学会
3) による呼称では、一次仮置場を「仮置場」、
二次仮置場を「集積所」としている）。当初は、
上記の 5 箇所に加えて広田地区にも一次仮置
場が設置されていたが、現在では小友地区の
一次仮置場に併合されている。仮置場の立地
場所は、浸水区域外に適当な公共用地がな
かったため、瓦礫を優先的に除去した上で沿

岸部の公共用地が選定されることとなった。
災害廃棄物の発生推計量［千トン］当たりの
仮置場面積は 0.056 ha であり（環境省 1) をも
とに推計）、岩手県の被災市町村の平均 0.050 
ha と比較しても、比較的広い土地を確保でき
ている。

陸前高田市の二次仮置場に設置された破
砕・選別施設における作業フローは、おおよ
そ以下のようなものである（2011 年 10 月末
時点）。まず、一次仮置場から搬入された災
害廃棄物は、重機によってコンクリート殻や
金属屑などを選別した上で（図 5）、篩選別（ト
ロンメル）によって木屑を主成分とした可燃
物と土砂に分別される（図 6）。

次に、木屑を主成分とした可燃物から、手

2.1　岩手県南部を中心とする災害廃棄物処理状況調査
On-site Investigation of Disaster Waste in Southern Iwate Area

図１　調査対象地域（KenMap V9.0 により作図）

図 2　陸前高田市沿岸部で被災した共同住宅
（2011.10.31 撮影）

図 3　未解体のまま残された陸前高田市の被災病院
（2012.3.15 撮影）

図 4　陸前高田市の沿岸部で被災した水産加工工場（再建中）
（2011.10.31 撮影）

図 7　手選別による可燃物からの繊維類の分別
（2011.10.31 撮影）

図 6　篩選別による可燃物と土砂の分別
（2011.10.31 撮影）

図 5　陸前高田市の二次仮置場に搬入された災害廃棄物
（2011.10.31 撮影）

Center for Sustainable Urban Regeneration

The University of Tokyo

Sustainable Urban Regeneration

Vol. 24_2012_11

Disaster Waste Management

Lessons for Better Future Response



012

選別によって繊維類が分別される（図 7）。陸
前高田市の災害廃棄物は主にセメントキルン
において処理されることから、津波の海水に
由来する塩素濃度の上昇や、原発事故に由来
する放射性物質の付着が懸念される繊維類は
除去する必要がある。また、選別された木屑
のチップ化において破砕機の妨げとなること
も、繊維類の除去が必要な理由となっている。

木 屑 を 主 成 分 と し た 可 燃 物 は、 破 砕 機 で
チップ化され（図 8、図 9）、太平洋セメント
大船渡工場まで海運によって輸送される。こ
の搬出が円滑に進まなければ、一次仮置場か
ら二次仮置場への搬入も停滞することになる
が、セメントキルンでの処理が本格していた
2012 年 3 月時点で、既に大量の木屑チップ

が二次仮置場に留め置かれている状況であっ
た。（図 10）

2012 年 7 月時点では、二次仮置場における
破砕・選別済みの可燃物、不燃物の量がさら
に増えており、セメントキルンへの輸送を待
つ「在庫」がさらに拡大している状況であっ
た。（図 11）

木屑以外の布団などの繊維類や畳などの可
燃物については、陸前高田市を含む岩手県南
部の 3 市 2 町共同による溶融炉（岩手沿岸南
部クリーンセンター）が釜石市に立地してお
り、この溶融炉への搬入・処理が 2012 年 3 月
1 日に開始されている。その他の主要な災害
廃棄物のうち、廃自動車については 2011 年の
夏季には数箇所の集積所があったが ( 図 12)、

その後、大部分が搬出されている。
ただし、2012 年 3 月時点においても、市街

地から撤去されずに放置されているものも散
見された。

4.　セメントキルンを活用した災害廃棄物処理
陸前高田市および大船渡市の災害廃棄物

は、破砕・選別施設（二次仮置場）で可燃物
を選別した後、太平洋セメント大船渡工場に
船で搬入され（図 13）、セメントキルン（1
号キルンおよび 5 号キルン）を活用して処理
されている。2011 年 5 月 17 日から高台側に
位置する 5 号キルンでの試験焼却を実施し、6
月 22 日には本格的な災害廃棄物の焼却を開
始している。ただし、この段階ではセメント
生産は行わず、あくまで災害廃棄物の処理の
ためにセメントキルンを活用している状況で
あった。11 月 4 日からは 5 号キルンでセメン
ト生産を開始し、災害廃棄物の処理も単純焼
却からセメント資源化へと移行した（図 14）。

津波による浸水を受けた地区に位置する 1
号キルンでは 2011 年 12 月 1 日から災害廃棄
物の焼却を開始した。第 5 回の調査（2012 年
3 月）の時点ではセメント生産には移行して
いなかったが、その後、6 月末に生産を再開
した。2014 年 3 月末までに、セメントの品質
に影響を与えない上限として、合計 800 千ト
ンの災害廃棄物を受け入れる予定とされてい
る。

セメントキルンを用いた処理では、木造建
築物などに由来する木屑と、津波堆積物の土
砂などに由来する不燃物の両方を受け入れら
れることが大きな利点であるが、海水に由
来する塩分が製品（セメント）や設備に悪影
響を及ぼすことが課題である。このため、セ
メント工場への搬入にあたって、水洗による
除塩のための前処理設備の整備が課題となっ
た。第 2 回の調査（2011 年 8 月）の時点では、
陸前高田市の二次仮置場（破砕・選別施設）

図 8　破砕機による木屑を主成分とした可燃物のチップ化
（2011.10.31 撮影）

図 9　チップ化された災害廃棄物の木屑
（2011.10.31 撮影）

図 10　破砕、選別後の可燃物チップの在庫
(2012.3.15 撮影 )

図 11　次仮置場で船積み搬出を待つ可燃物チップ（右）、篩分
け後の不燃物 ( 左 ) の在庫 (2012.7.25 撮影 )　　　

図 12　被災自動車の仮置場 ( 曲松地区 )
（2011.7.6 撮影）

図 13　陸前高田市から大船渡工場に船で搬入された破砕・選
別ずみの可燃物（2012.3.15 撮影）　　　　　　

図 14　太平洋セメント大船渡工場の 5 号キルン
（2012.3.15 撮影）
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に除塩施設を整備する案も検討されていた
が、最終的には除塩施設はセメント工場の敷
地内に整備されることとなった（図 15）。第 5
回の調査（2012 年 3 月）の時点では、処理能
力は 500 トン / 日であり、除塩の処理はセメ
ント資源化される可燃物に限定されていた。
なお、 除塩設備を仮置場側で整備する場合
に懸念されていた排水処理や汚泥処理に対し
ては、排水処理後の汚泥のセメント資源化が
実施されている。

実際に搬入される「可燃物」は、木屑が主
成分のものから津波堆積物の土砂の割合が多
いものまで、成分は多様である。塩分濃度に
もバラつきがあり、1,000ppm の受入基準に
対して 10,000ppm を超える塩分濃度の可燃物
が搬入されることもあり、セメントの品質保
持のために除塩は欠かせないものとなってい
る。

5.　釜石市の災害廃棄物とガス化溶融炉の再稼
動による処理
釜石市の清掃工場（旧釜石市清掃工場）は、

1979 年に稼動を開始した新日鉄エンジニア
リングによる全国初のガス化溶融炉で、震災
直前の 2010 年 12 月に稼動を停止していた 4)。
その後、釜石市の一般廃棄物は、大船渡市、
陸前高田市、大槌町、住田町の一般廃棄物と
ともに前述の岩手沿岸南部クリーンセンター
において処理されていたが、震災発生を受け
て旧釜石市清掃工場に再稼動の要請があり、
新日鉄エンジニアリングの確認作業を経て、
2012 年 2 月に 1 号機、3 月には 2 号機が再稼
動した（図 16）。処理能力は 100 トン / 日であ
り、釜石市の災害廃棄物 820 千トン 1) のうち、
2014 年 3 月末までに約 60 千トンの可燃物を
処理することが予定されている。

搬入される可燃物は、2 箇所の二次仮置場
において篩選別と簡易な磁選別によって土砂
や金属を除去した木屑が主成分であるが（図

17）、処理後の灰分率は 10 ～ 20% であり、一
般廃棄物を溶融炉で処理した際の 6% 程度と
比較すると高い。このことから、仮置場での
選別では完全な不燃物の分別が困難であるこ
とが分かる。

二次仮置場には、篩選別によって分別され
た 20mm 以下の土砂が大量に残されている

（図 18）。これは災害廃棄物の 50% 程度（重量
比）を占めるが、微細な木屑も混入している
ことから埋立処分に適さず、その処理が課題
となっている。また、分別された布類やプラ
スチック類のベールも仮置場に残された状態
であるが（図 19）、これらについては旧釜石
市清掃工場での焼却処理が試行されている。

6.　事例調査から得られた災害廃棄物処理の課
題
以上の事例調査を通して、災害廃棄物の撤

去・選別から処理に至るまでの過程での課題
が明らかになってきた。ここでは、特に以下
の 4 つの課題について述べる。すなわち、①
仮置場の立地選定に関する課題、②津波堆積
物を含めた発生量推計に関する課題、③仮置
場に搬入された災害廃棄物の迅速な処理に関
する課題、④災害発生直後の迅速な情報伝達
に関する課題である。

仮置場の立地選定に関しては、陸前高田市
の事例ではひろがりのある平地部を有し、そ
のことが甚大な被害をもたらした一方で、仮
置場のスペースは比較的確保しやすい状況に
あった。2011 年 7 月の第 1 回調査時点では二
次置場の設置場所は未定であったが、大規模
な一次仮置場の一つから近い地区での二次仮
置場の設置、造成が 8 月には着手されていた。
また、市域主要部が壊滅的な被害を受けたた
め、仮設住宅の設置地域と仮置場とが近接し
ておらず、他の被災地域と比較して、仮置場
の瓦礫の山と生活の場が隔離しやすい状況に
あった。仮置場の確保のしやすさは地域差が
大きいと考えられる。

災害廃棄物の発生量推計においては、国の
集計では津波堆積物が当初の推計が過小評価
となる大きな要因となっていたが 5)、県の推
計では当初から計上されていた。市、県、国
による推計範囲の相違やこれに伴う推計値の
相違は、とくに広域処理の必要量の算定に複
雑な影響を及ぼしてきており、推計手法自身
の改善とともに、推計値相互の整合性の確認
が重要であろう。陸前高田市において選別さ
れた土砂は、想定された発生量の 2.5 倍に達
するという報道もある 6)。これまでの災害廃
棄物の発生量予測においては、建築物に由来
する廃棄物発生量については、被災範囲に存

図 15　太平洋セメント大船渡工場の除塩施設
（2012.3.15 撮影）

図 16　再稼動した旧釜石市清掃工場の溶融炉
（2012.3.14 撮影）

図 17　旧釜石市清掃工場に搬入された災害廃棄物
（2012.3.14 撮影）

図 18　釜石市の仮置場で分別された 20 mm 以下の災害廃棄物
（2012.3.14 撮影）

図 19　釜石市の仮置場で分別された布類とプラスチック類の
ベール（2012.3.14 撮影）　　　　　　　　　　
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在する建築物の戸数や床面積をもとに、原単
位を乗じることで求める方法が一般的である
7)。今回の震災では、津波による被災範囲を
航空写真などから判定し、範囲内の建築物の
蓄積量からの推計が試みられてきた。しかし、
こうした方法では土砂の混入まで考慮するこ
とは難しく、今回の震災で得られた知見も活
用しつつ、より正確な推計方法の確立が求め
られる。

陸前高田市では、埠頭に設置された二次仮
置場（破砕・選別施設）から、海運によって
災害廃棄物の搬出が行われている。ただし、
搬出量はセメント工場での受入量の制約に依
存するため、二次仮置場で大量の可燃物を抱
えることによる自然発火火災などの問題を避
けるためには、一次仮置場から二次仮置場へ
の搬入にも制約が生じうる。発災から 1 年経
過した時点で、市街地からの撤去と一次仮置
場までの搬入は概ね完了していたが、依然と
して一次仮置場には災害廃棄物が大量に残さ
れている状況であった。どの段階が制約（ボ
トルネック） となっていたかの検証が必要
であろう。

また、津波堆積物の土砂は、破砕・選別施
設（二次仮置場）において分別された後の処
理方法についても課題を残した。仮置場から
の早期の搬出は、木屑やコンクリート殻など
を含めた災害廃棄物全般に共通する課題であ
るが、それらはセメントキルンでの処理や路
盤材としての再利用などが計画されているの
に対して、土砂などの不燃物に関しては、県
内での復興資材としての再生利用は検討され
ているものの 8),9)、具体的な処理方法が決まる
までの時間を要し、後に触れる広域処理量の
見積もりに大きな影響を与えてきた。他にも、
布団や衣類などの繊維類や畳などは、塩分や
放射性物質の付着が相対的に多いことからセ
メントキルンでの受入が困難であり、迅速な
処理を妨げる一要因となっている。

一方で、環境省が定めた 2014 年 3 月末とい
う災害廃棄物処理の目標期限と、セメント工
場を含めた現地（県内）における処理能力の
制約から、災害廃棄物の広域処理が求められ
てきた 8),9)。ここで、後者は現実的に動かし
がたい制約となることは避けられないが、前
者の制約については、その必要性を検討する
余地はあるとの声を現地でも聞くことがあ
る。市街地に残された災害廃棄物が、住民の
生活や被災地の復興に支障を与える場合があ
ることは論を俟たない。しかし、陸前高田市
のように沿岸部の公共用地に設置された集積

所（二次仮置場）に関する限りは、腐敗性の
廃棄物や火災の危険性に対する適切な管理を
前提とすれば、多少長い期間の仮置きによっ
て大きな支障があるとは限らない。目標期限
が緩和されれば、現地の処理施設をより有効
に活用できる。

最後に、国や県からの通知や学会など専門
家からの助言は、震災の発生直後から発せら
れてきたが、庁舎の被災のために日常業務に
大きな支障がある状況下では、こうした文書
の授受も容易ではない状況があったと考えら
れる。指針や技術的知見を現場に行き渡らせ
ることができていたかどうか、より迅速かつ
的確に現地に知見を届けて円滑な災害廃棄物
処理を支援する手段がなかったかどうかにつ
いては、今後に備えるために検証すべき課題
の一つである。 
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Abstract

Disaster waste management is a common priority 

issue for coastal municipalities damaged by tsunami. 

However, their actual waste management practices 

vary considerably because of the diversity in their 

geographical and social conditions. This article aims 

to characterize similarities and dissimilarities in 

disaster management practices in Iwate prefecture 

and Miyagi prefecture, based on site visits to primary 

and secondary stockyards and by interviews to local 

authorities. One of the foci was put on the case of 

Ishinomaki city, where largest volume of disaster waste 

in Miyagi prefecture was generated.  

1.　はじめに
GCOE プロジェクト「都市空間の持続再生

学の展開」の一環として提案・実施した「災
害廃棄物問題への初動対応の検証と中長期的
な問題対応力改善への提言」では、陸前高田
市をはじめとする岩手県沿岸南部地域を主た
る対象地域として、現地調査、現地関係者や
行政担当者からのヒアリング、資料調査等に
よって、災害廃棄物の処理の実態を明らかに
してきた。調査を進める中で、災害廃棄物処
理においては被災地全体に共通する課題が多
い一方、地域ごとにかなり事情が異なること
も明らかとなってきた。これは、地勢などの
自然的要因によって、津波の被害の様相自身
や廃棄物の仮置き、処理のための用地確保の
困難さが異なるうえ、地域をとりまく社会的
要因によっても対応体制が異なるためと考え
られる。そこで本稿では、岩手県と宮城県と
の県レベルでの対応の相違にも目を向けなが
ら、災害廃棄物処理における課題の地域差に
ついてまとめる。宮城県においては、石巻市
を中心にとりあげ、岩手県では既に述べた陸
前高田市とその隣接地域のほか、宮古市を事
例対象とした。

２.　石巻地区の災害廃棄物処理
2.1　概況

環境省の推計 1) によれば、石巻市の災害廃
棄物発生量は、宮城県内のみならず東日本大
震災の被災地全体を通じて、一市町村として
は最大である。なお、岩手県の市町村では陸
前高田市が最大であり、これら両市に着目す
ることは、災害廃棄物処理の主要な課題を抽
出するうえで有用である。但し、地域差が大
きいことから、これら２市だけでは見逃され
やすい問題があることは言うまでもない。な
お、石巻市やこれと隣接する女川町を含む「石

巻ブロック」で発生した災害廃棄物について
は、第 3 部で触れる県外での広域処理の主た
る検討対象とされてきたため、全国的にも注
目を集めてきている。

平成の大合併で旧石巻市に加え周辺 6 町が
市域に加わったこともあり、石巻市は沿岸部
の市域が広く、地勢的にもいくつかの地域に
分かれる。図１に示すとおり、人口・産業活
動が集積し、南側が海に面する市街地中心部
のほか、市域北部の北上川流域～河口部（旧
北 上町）、リアス式海岸の旧牡 鹿町・旧雄 勝
町地域など、多様な地域から構成されている。
一次仮置場の数は 20 か所以上にわたり、学校
の敷地や隣接地を充てた箇所も複数存在する。

2.2　石巻市における仮置き状況
一次仮置場として比較的大規模な用地が確

保された自治体では、撤去、搬入段階での分
別、仮置場内での選別、破砕などが行われて
いるが、用地の制約から、石巻市の主要な仮
置場では、混合廃棄物のまま積み上げられて
いる事例が多い（図２、図３）。仮設住宅と
近接し、学校と隣接する地区の仮置場では、
混合廃棄物のままフレキシブルコンテナバッ
グ（フレコン）に詰めている例も見られた ( 図
4)。なお、このフレコン詰めの混合廃棄物は、
2012 年 8 月から県内南部の亘理地区の二次仮
置場への搬出、処理に着手されたことが報道
されている 3)。

一方、被災後 1 年余りが経過した時点でも、
搬出が進んでいない自動車の仮置場も見られ
た（図 5）。

また、後に述べる雲雀野地区の二次仮置場
の用地の一部は当初一次仮置場として利用さ
れており、二次仮置場の設置後も、隣接地で
一次仮置きが継続している。

2.2　地域間の対比を交えた災害廃棄物処理の課題
Similarities and Dissimilarities of Challenges across Regions

図１　石巻市の仮置場の分布（出典：宮城県資料 2)）

図２　石巻市における混合廃棄物の仮置きの例
（日和山から川口町方面を 2012.5.23 撮影）

図 3　未選別の災害廃棄物の仮置きの例
（石巻市南境地区にて、2012.5.23 撮影）

図４　フレコン詰めの混合廃棄物の集積状況
（石巻市南境地区にて、2012.5.23 撮影）

図 5　被災した自動車の仮置場への集積状況
（石巻市南境地区にて、2012.5.23 撮影）
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2011 年夏以降、大規模な一次仮置場では、
有機物の微生物分解によるガス発生、自然発
火事故が発生したため、この一次仮置場でも
ガス抜き管の設置が見られた（図 6）。

なお、この仮置場では、畳が分別集積され
ており、発火防止のための切り返しが行われ
てきているが、劣化が進んでいる状況が見て
取れた。早期の処理が求められる廃棄物の例
である ( 図 7)。

2.3　災害廃棄物の発生・処理量とその見直し
石巻市の災害廃棄物発生量（津波堆積物を

除く）は、当初、環境省推計 4) で 616.3 万ト
ン、宮城県推計 5) で538.3万トンとされてきた。
これらはいずれも浸水区域の範囲に存在する
建造物から推計したものである。その膨大さ
ゆえに、二次仮置場や破砕・選別施設、仮設
焼却炉の用地確保、施設設置においても、今
回の震災廃棄物処理の中でも最大規模の対応
が必要と考えられてきた。

災害廃棄物の発生量推計の不確実さについ
ては北垣が別報で詳述しているが、宮城県分
については、2012 年 5 月に大幅な見直しが行
われた。宮城県の発表資料 6) によれば、石巻
ブロック（石巻市、東松島市、女川町）の県
受託処理量は、685 万トンから 312 万トンに
大きく下方修正された。但し、これは市町に

よる独自処理分を含まない数値である。石巻
市の独自処理分は 2012 年 7 月の県の処理計画
の第二次案 2) によれば 72 万トンであり、独自
処理分を加えた石巻ブロック 3 市町の発生量
は 577 万トンと集計されている。一方、この
見直し後の環境省の 6 月末現在 1) の 3 市町の合
計 値 は 558 万 ト ン で、2011 年 10 月 段 階 4) で
の 826 万トンと比べると約 3 分の 2 に下方修
正され、このうち石巻市分は 616 万トンから
446 万トンに修正された。宮城県資料 6) では、
県受託分の発生地別内訳は明示されていない
が、2012 年 7 月の最新値 2)322 万トンの全て
が石巻市分としても、市独自処理分 72 万トン
を加えた総量は 400 万トン未満であり、環境
省推計よりさらに少ない。県の発表値と環境
省の発表値の相違、石巻市分と石巻ブロック
分 (3 市町合計 ) の相違、発生総量とそのうち
県受託分の相違という 3 つの相違要因がある
ことから、数値が錯綜しやすいが、石巻市分、
周辺市町分とも発生量が下方修正されたのに
対し、独自処理分は一定程度確保された結果、
県の受託処理分が半減以下と大きく修正され
る結果となっている。

2.4　宮城県のブロック別処理
宮城県では県内を気仙沼、石巻、宮城東部、

亘理名取の 4 ブロックに分け、市町村から委
託された災害廃棄物の二次仮置き、破砕・選
別、仮設焼却炉による処理を行っている。な
お、仙台市及びこれと隣接する利府町、その
北に位置する松島町はこれらブロックに属さ
ない独自処理を行っている。（図 8）

宮城県では、ブロックごとの二次仮置き以
降の処理を担う事業者を、企画提案の公募に

よって決定する方式を採用している。施設用
地の確保などの準備の進捗の相違から、公告、
受託業者との契約、施設の建設、運転開始の
進度はブロック間でかなり異なる。また、ブ
ロック全体の処理を一つの施設で担う場合と、
ブロック内を処理区に分割してより小規模な施
設で処理を行う場合がある。石巻ブロックは県
内で最も早く2011年 7月に入札公告され、9月
に契約がなされている。また、処理区に分割
されておらず、規模は最大である。

なお、最も遅れた気仙沼ブロック気仙沼処
理 区 の 契 約 は 2012 年 5 月 で あ り、2012 年 8
月初旬時点では、予定地の一つはまだ更地の
状況であった。

2.5　石巻ブロック二次仮置場の処理事例
石巻ブロックでは、石巻港の雲雀野地区の

用地に二次仮置場を設置し、破砕、選別、洗浄、
焼却等の処理を行っている。

災害廃棄物の量の推計や処理計画の立案上
は、可燃物、不燃物などに区分されているが、
現実に発生している災害廃棄物には、可燃分
と不燃分が混ざった混合物が大きな割合を占
めている。可燃物の主体は木質であるがプラ
スチック類なども混入している。不燃物はコ
ンクリート、金属、ガラスなど建造物に由来
するもののほか、津波被災地特有の問題とし
て土砂が大量に付着、混入している。一次仮
置場であらかじめ粗選別が行われている場合
もあるが、図３、図 6 に示したような混合物
が搬入される場合も多く、粗選別ヤードにお
いて、重機や手作業により、長尺物、危険物、
リサイクル可能なものなどが取り除かれる。

粗選別の後、破砕、篩い分け、磁力選別、
風力選別、手選別などを組み合わせて選別を
進めることは、多くの二次仮置場における選
別プロセスにおいて共通であるが、篩い分け
のサイズなど細かな方式は事業主体によって
少しずつ異なる。また、実際に各々の現場で
処理経験を重ねながら、試行錯誤的な処理プ
ロセスの改善も行われている。

石巻ブロックの施設の場合、粗選別後、ま
ず 300mm 以 下 に 破 砕 し（ 図 9）、 こ れ を 振
動 篩 に よ っ て 100mm 以 上、30 ～ 100mm、
30mm 以下に篩い分けする。100mm 以上は
主に手選別と磁力選別によってリサイクル可
能な材の選別を進め、30 ～ 100mm は再破砕
や風力選別も適用して、可燃分と不燃分の選

別が行われる。30mm 以下は土砂を主体と
する細粒分を想定して設計され、洗浄プロセ
ス ( 図 10) が適用されており、焼却対象とする

図 6　一次仮置場におけるガス抜き対策
（石巻市雲雀野地区　2012.5.23 撮影）

図 7　仮置場に集積された劣化の進んだ畳
（石巻市雲雀野地区　2012.5.23 撮影） 図 8　宮城県のブロック分割 2)
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可燃物 ( 図 11) と土木資材として再生利用可能
な汚泥、砂（図 12）、礫が得られる。実際に
は想定以上に可燃分の混入も多く（図 13）、
また 30mm 以下に区分される割合が当初の想
定よりも多いため、前処理プロセスを付加し

たうえで、連続稼動として、処理容量の向上
が図られていた。

これらの選別プロセスを経た可燃物の焼却
処理のため、同じ雲雀野地区のやや離れた敷
地に仮設焼却炉が設置されている。日量 300
トンの処理能力を持つストーカー炉が 3 炉 ( 図
14)、ロータリーキルン炉が 2 炉 ( 図 15) 設置
されている。2012 年 8 月上旬の調査時点で 4
炉目まで稼動しており、5 炉がフル稼働すれ
ば日量 1500 トンの処理能力を持つ。

3.　岩手県、宮城県下の他の事例
陸前高田市、石巻市は、各々岩手県、宮城

県での最大の災害廃棄物発生自治体である
が、これら 2 市以外でも一部現地調査を行っ
ている。そこで得られた典型的、象徴的な事
例について写真を中心にまとめる。

3.1　仮置場の状況
石巻市に隣接する女川町では、平地部が限

られており、道路の両側の細長い敷地が一次
仮置場とされている ( 図 16)。分別後、可燃物
が東京都に搬出され、広域処理が行われてい
る。石巻市の北隣の南三陸町は気仙沼ブロッ
クに属するが、先に述べたとおり、二次仮置
場の設置時期が他よりも遅く、災害廃棄物は
一次仮置場に集積されている（図 17）。また、
宮古市における一次仮置場の例を 2 例写真で
示す（図 18~19）。

3.2　宮古市における選別、処理施設
宮 古 市 に お い て は、 藤 原 埠 頭 地 区 の 市 の

一次仮置場に隣接する場所に二次仮置場が
設 置 さ れ、 破 砕、 選 別 が 行 わ れ て い る（ 図
20~21）。これも市から県に委託された処理の

図 9　粗破砕された混合廃棄物

図 10　細粒分の洗浄設備

図 11　洗浄によって分離された可燃物 図 14　仮設焼却炉（ストーカー炉）
図 17　南三陸町の一次仮置場

（図 9 ～図 17 はいずれも 2012.8.2 撮影）

図 13　洗浄前の可燃物などを含む細粒分 図 16　女川町の一次仮置場

図 12　洗浄によって分離された砂 図 15　仮設焼却炉（ロータリーキルン） 図 18　宮古市の一次仮置場（田老地区）
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一環である。また、県によって仮設焼却炉（図
22）も設置されているが、これは宮古市を含
む一部事務組合の一般廃棄物焼却炉に隣接す
る敷地に設置されており、二次仮置場に破砕、
選別から焼却まで一貫したプロセスを有する
石巻市の例とは異なる形態で、場所も運営主
体も二次仮置場とは異なる。なお、宮城県内
では多数の仮設焼却炉が設置されているのに
対し、岩手県では既存施設を最大限活用する
計画とされたため、仮設焼却炉の新設はこの
宮古市のみである。なお、別報 7) で触れた停
止後の溶融炉の再稼動が、県の計画上は仮設
炉として位置づけられている。

4.　地域間における課題の共通点と相違点
別報 7) で詳しく報告した陸前高田市をはじ

めとする岩手県南部沿岸地域と、本報告にお
ける石巻市、宮古市などの事例から、災害廃
棄物処理における課題の共通点と相違点を整
理する。

(1) 一次仮置場の状況
市街地からの瓦礫の撤去と一次仮置場への

搬入状況は進捗率として環境省から随時公表
されてきたが、実際の地域間の状況は質的差
異が大きい。壊滅的な被害を受けた地域では、
解体を待つ建物以外の一次仮置場への瓦礫撤
去の進捗が明確にみてとれる。一次仮置場の
状況は、主にスペースの制約から大きく異な
り、選別作業の進んでいる場所もあれば、混
合廃棄物のまま大量の積み上げられている場
所も少なくない。これは一次仮置場の事情だ
けではなく、搬出先に二次仮置場の設置時期
にも依存する。二次仮置場の設置が早く、一
次仮置場の面積も比較的大きい地域では、一
次仮置場における瓦礫の蓄積量も減少に向
かっている。

質的な面では水産業、水産加工業に起因す
る腐敗性の廃棄物の早期処理、木くずも含め
た有機性廃棄物の分解・ガス発生による火災
防止が重要な課題で、混合廃棄物の集積期間
の長い仮置場ではガス抜き管が設置されてい
る。大量の混合廃棄物の二次仮置場への搬出
が進むにつれて顕在化しているのが、畳など
の大型の腐敗性の廃棄物、漁網・漁具など処
理が困難な廃棄物である点は各地域に共通し
ている。

(2) 二次仮置場と破砕・選別の状況
二次仮置場の設置状況は、地域差が大きく、

早期から設置・稼働がなされてきた地域と、
ようやく用地が取得され、整備がこれから行
われる地域もある。岩手県下の市町村から県
への委託処理では、破砕、選別を二次仮置場
で行って処理・処分先に搬出するのが標準的
であり、一方、宮城県下での市町村から県へ
の委託処理では破砕・選別だけでなく併設さ

れた仮設炉での可燃物の焼却まで行うのが標
準的である。いずれも、可燃物と不燃物の分
離、とくに津波による塩分を含む土砂と、木
くずをはじめとする可燃分との選別による分
離が技術的な再重要課題である。これらの分
離が進めば、可燃物の処理における焼却残渣
を減らすことができる一方で、不燃物を埋立
処分せずに復興資材として再生利用できる機
会が拡大する。

(3) その他の課題
災害廃棄物には、狭義の災害廃棄物（建造

物の瓦礫や家財道具など）と津波堆積物が含
まれるが、津波堆積物の実態は、量、質とも
に実態把握が困難である。市町村ごとの推計
量が大きくばらついており、再生利用の前に
選別、洗浄などの処理が必要な場合には、そ
の処理量の不確実性が大きいと考えられる。

な お、 放 射 性 物 質 汚 染 が 加 わ っ た こ と に
よって生じている問題については、本誌第 3
部で報告する。
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図 21　破砕、篩い分けされた可燃物

図 20　粗選別ヤード
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（図 18~22 はいずれも 2012.8.3 撮影）
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Abstract

The Great East Japan Earthquake was accompanied 

by serious accidents in Fukushima Daiichi Nuclear 

Power Plants (FDNPP).  Radioactive substances 

have fallen out on land surface of broad area of east 

Japan, and various environmental media have been 

contaminated. Liquid and solid wastes such as sewage 

sludge, agricultural wastes and municipal gardening 

wastes were also contaminated by radionuclides. Such 

situation is outside of the assumption of traditional 

waste management scheme, and tentative criteria and 

guidelines for management of wastes contaminated by 

radioactive substances were established.  Management 

scheme of waste and soil contaminated by radioactive 

fallout by FDNPP is summarized. Practice of 

contaminated waste management faces to even more 

serious challenges than the cases of Tsunami debris. 

1.　はじめに
東日本大震災による災害廃棄物処理の難題

として、生じた瓦礫の量の膨大さに加え、津
波由来の塩分や泥の付着が質的な面での処理
上の障害になっていることを別報 1) で指摘し
た。「質」の面で、大きな難題に加わったのが、
原子力発電所の事故に伴う放射性物質による
汚染の問題である。放射性物質による汚染は、
津波被災地の瓦礫だけでなく、下水汚泥、農
業廃棄物、雑草や剪定枝を含む家庭ごみなど、
より広範囲の地域において、さまざまな種類
の廃棄物に及んできた。

本報告では、廃棄物が放射性物質で汚染され
るという想定外の事態に対してとられてきた対
応について概説するとともに、本誌の主題であ
る津波被災地の災害廃棄物処理に放射性物質
汚染が与えた影響、とくにいわゆる広域処理問
題との関わりについて述べる。なお、本報告の
主要部分は、既報 2) を要約し、その後の状況変
化を踏まえて修正加筆したものである。

2.　廃棄物の放射性物質汚染への対処の経緯
2.1　従来の廃棄物処理の法制度との関係

1970 年の制定当初から、廃棄物処理法にお
ける廃棄物の定義には、「放射性物質及びこ
れによって汚染された物を除く。」と明記さ
れ、放射性物質で汚染された廃棄物は、この
法律の枠の外におかれてきた。原子力発電所
を含め、放射性物質を扱う施設から発生する
廃棄物の処理は分野ごとの法制度によって定
められており、こうした施設の外では、放射
性物質で汚染された廃棄物の発生は想定され
ていなかった。このため、事故によって放射

性物質が環境中に放出され、それによって汚
染された廃棄物が実際に存在するにもかかわ
らず、その処理について定めた法律が存在し
ないという異例の状況が、事故から 5 ヶ月半
を経て放射性物質汚染対処特別措置法が定め
られるまでの間続くこととなった。

2.2　廃棄物の放射性物質汚染に対する初動
福島第一原子力発電所から放出された放射

性物質は、風によって大気中を移流・拡散し、
降雨や降雪が加わって地表を汚染した。空間
線量率の急上昇がまず報告され、ついで、福
島県やその隣接県だけでなく、首都圏におい
ても、農作物や水道水から暫定基準値を超え
る放射能が検出されるなど、環境中のさまざ
まな媒体へと汚染が拡大した 3)。

廃棄物分野において、顕著な汚染が早期に
顕在化したのが、下水処理に伴って発生する
下水汚泥であり、とくに汚水だけでなく雨水
が流入する合流式下水道において高濃度とな
ることが報告された。浄水場で河川などの水
源から取水した水を浄化する際に発生する浄
水発生土についても、同様の問題が発生した。
下水汚泥や浄水発生土は再生利用も行われて
いたが、搬出を止め、場内保管するなどの措
置がとられた。

本報告の主題である災害廃棄物は、放射性
物質が直接沈着しやすい屋外に放置されたも
のであり、汚染が当初から想定された。避難
区域とされた原発から 20km 以内の外側にお
いては、他の津波被災地と同様、発災後間も
ない時期から瓦礫の撤去、仮置場への搬入が
行われ、2011 年 5 月初旬には、原子力安全・
保安院と環境省により、仮置場の災害廃棄物
の放射能調査が行われた。

5 月 2 日には、災害廃棄物の当面の取扱いに
関する文書 4) が関係三省の連名で発出された。
そこには、
(1) 避難区域及び計画的避難区域の災害廃棄

物については、当面の間、移動及び処分は
行わない

(2) 避難区域及び計画的避難区域以外の地域
のうち、浜通り及び中通り地方にある災害
廃棄物については、当面の間、仮置場に集
積しておき、処分は行わない。処分につい
ては、災害廃棄物の汚染状況についての現
地調査結果を踏まえ検討する

(3) その他の地域にある災害廃棄物について
は、従前通り計画的に処分を行う

という方針が示されていた。

2.3　関係各省における検討体制の発足
この「当面の取り扱い」の (2) を受けて、環

境省は災害廃棄物安全評価検討会を設置し
た。5 月 15 日の初会合以降、放射性物質で汚
染された廃棄物の問題について、継続的に検
討を行ってきている。5 月 2 日付の文書の表
題にもあるとおり、この検討会の設置時点に
おける検討対象は福島県内での災害廃棄物に
おかれていた。しかしその後、放射性物質に
よる廃棄物の汚染が災害廃棄物以外にも拡大
したことから、より広範囲の問題がこの場で
検討されることとなった。

事故後の廃棄物処理に関連するさまざまな
基準の設定の根拠になっていると考えられる
のは、6 月 3 日に原子力安全委員会が発出し
た文書 5) である。この文書では、処理施設周
辺住民の受ける線量が 1mSv/ 年を超えないよ
うにするとともに、周辺環境の改善措置を併
せて行うことで被ばくを抑制するように特段
の配慮が必要である、との基本的考えが提示
されている。作業従事者の受ける線量につい
ては、可能な限り 1mSv/ 年を超えないことが
望ましいが、比較的高い放射能濃度の廃棄物
が発生することが考えられため、「電離放射
線障害防止規則」（いわゆる電離則）の遵守
などによって作業者の被ばく管理を行う必要
があることを示していた。また、処理施設等
からの排気や排水等については、従来、発電
用原子炉の設置、運転の分野で定められた規
定で示された濃度限度を下回るべきことが示
されている。

この基本的な考え方に沿って、6 月 16 日に
は、浄水発生土や下水処理汚泥などの当面の
取扱に関する方針 6) が提示された。この文書
で、跡地利用の制限や適切な対策を条件に、
134Cs と 137Cs の合計濃度が 8,000Bq/kg 以下の
脱水汚泥等については、埋立処分を可能とす
る、とされた。

ま た、8,000Bq/kg を 超 え、100,000Bq/kg 
以下の場合には、個別に安全性を評価し、長
期的な管理の方法を検討した上で、埋立処分
することも可能とする、とされている。ここ
で 示 さ れ た 8,000Bq/kg、100,000Bq/kg と い
う区切りが、その後の廃棄物処理についての
指 針 に お い て 踏 襲 さ れ て お り、6 月 23 日 に
発出された福島県内の災害廃棄物の処理の方
針 7) においても、この区切りが採用されてい
る。具体的には、「8,000Bq/kg 以下である主
灰は、一般廃棄物最終処分場（管理型最終
処分場）における埋立処分を可能とする」、

「100,000Bq/kg を超える場合には、上下水処

3.1　放射性物質汚染が廃棄物処理に与える影響
 Influences of Radioactive Contamination on Waste Management
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理等副次産物の取扱いと同様に、適切に放射
線を遮へいできる施設で保管することが望ま
しい」、「放射性セシウム濃度が 8,000Bq/kg を
超える場合は、埋立処分するのではなく、埋
め立てられた主灰中の放射性セシウムの挙動
を適切に把握し、国によって処分の安全性が
確認されるまでの間、一時保管とすることが
適当」との方針を示していた。この時点では、
8,000Bq/kg 以下であれば管理型最終処分場
での埋立を可としたのは主灰（燃え残った残
渣）に限られていた。集塵機によって集めら
れ、処分のために排出される飛灰（ばいじん）
は、主灰以上に放射性セシウムが濃縮されや
すく、飛灰に含まれる放射性セシウムは水に
溶出しやすいという報告があることから、飛
灰については、国によって処分の安全性が確
認されるまでの間、一時保管とすることが適
当であることを明記していた。

2.4　福島県外も含めた対処の必要性
このように、2011 年 5 ～ 6 月頃の環境省に

おける検討は、福島県内で発生する廃棄物に
主眼がおかれていた。それを拡大せざるを得
なくなった転機は、上記の方針の提示から間
もない 6 月 27 日に、東京都内の清掃工場の飛
灰のセシウム濃度の測定値の中に、8,000Bq/
kg を超える例があったことが公表されたこと
である。この状況を踏まえて、環境省は焼却
灰の測定や当面の取扱いについての通知文 8) を
東日本の 16 都県あてに発出し、一般廃棄物焼
却施設の焼却灰に含まれる放射性セシウムの
濃度の測定を求めた。測定結果は 8 月 29 日に
公表され 7 都県計 42 施設で、飛灰のセシウム
濃度が 8,000Bq/kg を超えることが報告された。

文部科学省から発表された航空機モニタリ
ングによるセシウム沈着量の地図に、一般廃
棄物焼却灰中のセシウム濃度を重ね合わせた
図を図１に示す。なお、6 月 28 日に示された
焼却灰の当面の取り扱いに関する文書では、
念のため、飛灰と主灰の埋立場所を分け、そ
れぞれの埋立場所が特定できるように措置す
る、との注意を添えているが、8,000Bq/kg 以
下であれば主灰だけでなく飛灰についても管
理型の一般廃棄物最終処分場に埋立処分可能
との方針を示した。この点は、飛灰について
は処分の安全性が確認されるまでの間、一時
保管とすることが適当としていた福島県向け
の方針とは異なっている。実際、8000Bq/kg
以下の焼却灰の埋立地の浸出水からのセシウ
ム検出事案が生じたため、次に述べる法制度
において、より慎重な対応がとられることと

なった。
その後の一般廃棄物の焼却飛灰のセシウム

濃度の推移 ( 図 2) をみると、冬季に低下し、
春から初夏にかけて上昇する傾向が読み取れ
る。雑草や剪定枝などに起因する傾向と考え
られる。

3.　放射性物質汚染対処特措法の制定
廃棄物の放射性物質による汚染の顕在化に

対して、関係各省から個々に対応方針が提示
されてきたが、これらは暫定的な対応であり、
法令による正規の対応ができない状況は解消
されていなかった。そこで制定されたのが、

「平成二十三年三月十一日に発生した東北地
方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に
より放出された放射性物質による環境の汚染
への対処に関する特別措置法」（略称：放射
性物質汚染対処特措法）である。

この法律では大きく分けて 2 つの分野につい
て講ずるべき措置を定めている。その一つは

放射性物質により汚染された土壌などの除染
等の措置、もう 1 つは、本報の主題である放射
性物質で汚染された廃棄物の処理である。

廃棄物の処理に関しては、廃棄物が特別な
管理が必要な程度に汚染されているおそれが
ある地域を「汚染廃棄物対策地域」として指
定し、この範囲については国が直轄で廃棄物
の収集、運搬、保管、処分を行うこととされた。
当初の避難区域と計画的避難区域がこれに該
当する。この範囲では災害廃棄物についても
直轄での収集、処理処分が行われる。

一方、国が直轄で対処する地域以外でも、放
射性物質による汚染状態が一定の基準を超える
ものについては、「指定廃棄物」に指定し、国
の責任で、収集、運搬、保管及び処分を行うこ
ととされた。指定廃棄物の要件は、一連の指針
で採用されていた8,000Bq/kgを超えるものとさ
れ、下水処理施設、一般廃棄物焼却施設など
の施設類型ごとに、指定対象となるかどうかの
判断のための調査を行うこととされた。事故以
降の 8000Bq/kg を超える廃棄物の発生の実績
をもとに、施設類型ごとに調査対象となる都県
が各々指定されている。（表１）

なお、8000Bq/kg 以下であっても、事故由
来放射性物質により低レベルに汚染された廃
棄物については、新たに廃棄物処理法を適用
することとされた。廃棄物処理法第 2 条の廃
棄物の定義では、放射性物質によって汚染さ
れた物が、この法律の規制が及ぶ廃棄物に該
当しないという矛盾は解消された。これら低
レベルに汚染された廃棄物には、「特定一般
廃棄物」、「特定産業廃棄物」という呼称が与
えられ、これらの処理を行う者は、従来の廃
棄物処理法に基づく処理基準のほか、環境省
令（特措法の施行規則）で定める特別処理基
準に従って処理を行わなければならないこと
とされた。

どの地域のどの範囲の廃棄物が、対策地域
内廃棄物、指定廃棄物、特定一般廃棄物、特
定産業廃棄物に該当しうるかはやや難解であ
るが、次に述べる災害廃棄物の広域処理との
関係においても正確な理解が必要である。表 2
に岩手、宮城、福島３県での災害廃棄物をは
じめ、廃棄物の発生地域・処理地域と、特措
法上の廃棄物の区分との関係を要約して示す。

なお、特措法の対象は廃棄物であり、有価
で取引される財貨の規制は別体系である。肥
料、薪、砕石などの建設原材料、中古自動車
など、個別の検出事例から基準が設けられて
いる場合もあるが、包括的な管理には至って
いない。

3.1　放射性物質汚染が廃棄物処理に与える影響
 Influences of Radioactive Contamination on Waste Management

図 1　放射性セシウムの沈着量と焼却灰のセシウム濃度の分布
（円の大きさがセシウム濃度を表す）
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図２　東京 23 区の清掃工場における焼却灰中の
セシウム濃度の推移
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4.　津波被災地の放射能汚染の状況

福島第一原子力発電所から大気中へ放出さ
れた放射性物質が風で運ばれ、地表に沈着し
た先は、東日本の広範囲にわたる。福島県内
の内陸部に及ぶ深刻な汚染をもたらした放射
性物質の放出は主に 2011 年 3 月 15 日に生じ
たと考えられているが、これ以外の日時にも
断続的に放出があったと考えられ、その時々
の風向や降雨・降雪の有無によって、放射性
物質の沈着量の地域分布はかなり複雑である。

災害廃棄物処理にとってとくに重要な沿岸部
の津波被災地についてみると、原発のごく近傍
の汚染度が高いことはいうまでなく、前述のと
おり国直轄による収集、処理が行われる。

それ以外は単純に距離とともに減衰してい
るわけではない。表３および図 3 に、岩手県、
宮城県の沿岸部の市町村別の災害廃棄物中の
放射性物質の濃度の分布を示す。航空機モニ
タリングなどで得られている沈着量の分布
も考慮すると、宮城県については、福島県北
部につながる山元町などの南部の沿岸部には
やや沈着量の多い地域があり、それ以外では
牡鹿半島部でも周辺より高めの地域が見られ
る。また、岩手県南部と宮城県北部の県境近
くの内陸部にやや沈着量の多い地域がある。

内陸部から沿岸部に向かうに連れて線量の低
下が見られるが、岩手県内沿岸部の分布で見
れば相対的には南部が高く、北部にいくほど
軽微である。

なお、瓦礫の発生量の多い石巻市は、牡鹿
半島部にも市域を擁している。放射性物質汚
染対処特別措置法の汚染状況重点調査地域に
指定されているが、市域東側の半島部と市街
地の主要部とでは、汚染レベルが大きく異な
ると考えられる。こうした分布は、原発から
の放射性プルームの通過経路が、風向などの
気象条件の微妙な相違のために、放出日時に
よって異なるためと推定される。

災害廃棄物への放射性物質の付着量は、地
表への沈着量やその地域の空間線量とほぼ比
例していると考えられるが、沿岸部への放射
性物質の沈着量の空間分布はこのように複雑
である。災害廃棄物について、放射性物質の
付着にどの程度まで注意が必要かは、廃棄物
の発生地域に大きく依存し、同一の自治体の
中でもかなりのレベルの相違を生じうる。

5.　特措法のもとでの除染と除染土壌・除染廃
棄物の処理・処分
本報告を含む本誌全体の主眼は、津波被災

対象となる都県

施設の種類

対象都県

廃棄物の種類岩
手
県

宮
城
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

水道施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 脱水汚泥、乾燥汚泥

公共下水道、
流域下水道

汚泥を排出する場合 ○ ○ 脱水汚泥
焼却で生じたものを 
排出する場合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ばいじん、焼却灰そ

の他の燃え殻
工業用水道施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 脱水汚泥、乾燥汚泥
一般廃棄物焼却施設、産業廃棄物
焼却施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ばいじん、焼却灰そ

の他の燃え殻
集落排水施設 ○ 脱水汚泥、乾燥汚泥

表１　放射性物質汚染対処特別措置法における指定廃棄物の調査対象範囲（但し、2012 年 9 月時点で見直しが検討されている）

廃棄物を処理する地域

廃棄物の発生地域

処理施設が立地する都道府県
岩手県、宮城県含め
指定された 10 都県 指定された 10 都県以外の道府県

指定された東日本の 10 都県以外

特別措置法では特に定めがなく、通常の廃棄物として処理
可能
但し 10 都県以外でも東日本で発生した焼却灰の他県での受
け入れ拒否事例あり

岩手県、宮城県など
福島県以外の 9 都県

焼却前の廃棄物
8000Bq/kg を超えることは想定されず、通常の廃棄物とし
て処理可能だが、広域処理の場合にはガイドライン、受け
入れ側自治体の独自基準あり

廃棄物の焼却
灰、燃え殻

8 0 0 0 B q / k g 
を超えるもの

指定廃棄物として国
が処理

発生は想定されていないが、発生した
場合は移動させず指定廃棄物として国
が処理

8 0 0 0 B q / k g 
以下のもの

特定一般廃棄物に該
当

受け入れた廃棄物の焼却で発生した灰
は通常の廃棄物、灰として受け入れた
場合は特定一般廃棄物

汚染廃棄物対策地域以外の福島県内 県外への移動は行わず県内で処理。8000Bq/kg を超えた廃
棄物や焼却灰は指定廃棄物として国の責任で処理

福島県の汚染廃棄物対策地域内 対策地域内廃棄物として国が直轄で処理

表２　特別措置法による廃棄物の区分と発生地域、処理地域の対応関係

ブロック 市町村 木質 紙類 繊維類 プラス
チック わら 細塵

久慈

洋野町 39 42 150 38 36 35
久慈市 <38 <34 <37 <36 <36 35
野田村 <94 <47 <42 <84 <52 33
普代村 <36 55 114 70 <38 35

宮古

田野畑村 <48 <29 <34 <40 <34 <21
岩泉町 - - - - - -

宮古市（田老） <34 <35 <25.6 <33 <27 <19.7
宮古市（赤前） <36 173 <37 <28 <32 28

宮古市 135 <22.8 <41 42 <39 61
山田町 <42 100 290 97 290 191

釜石
大槌町 131 40 156 182 83 590
釜石市 - - - - - -

大船渡
大船渡市 - - - - - -

陸前高田市 103 38 1480 510 177 156

気仙沼
気仙沼市 48 40 260 155 199 310
南三陸町 <40 46 171 147 101 188

石巻

女川町 69 77 440 100 220 139
牡鹿半島部 84 102 1140 134 149 360

石巻市 35 72 209 126 51 207
東松島市 <36 70 510 450 400 146

* 松島町 - - - - - -

宮城
東部

塩竈市 31 97 192 134 46 250
多賀城市 46 104 540 181 47 390
七ヶ浜町 56 165 450 450 96 230

*
利府町 - - - - - -
仙台市 - - - - - -

名取・
亘理

名取市 66 135 340 134 61 260
岩沼市 41 106 1330 660 78 310
亘理町 176 192 1310 400 133 930
山元町 340 320 2500 1990 520 1150

* 松島町、利府町、仙台市は独自処理のため宮城県のブロック外

表３　津波被災地の災害廃棄物の種類別の
放射性物質濃度 (Bq/kg)

図 3　津波被災地の災害廃棄物の放射性物質濃度分布地図
（表 3 のうち細塵について表示）
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地の災害廃棄物処理に置いており、放射性物
質についても、主に災害廃棄物の汚染という
観点からとらえてきた。一方、放射性物質に
よる汚染の影響が及ぶ先は、災害廃棄物だけ
でなく下水汚泥など多岐にわたる。

さらに、法体系上は廃棄物とは別区分であ
るが、土壌は放射性物質の降下（フォールア
ウト）によって広い範囲で汚染されている。
地表や地表の構造物に付着した放射性物質か
らの被ばくを抑えるため、放射性物質を分離
して隔離する「除染」が進められつつあるが、
除染により除去する土壌や、除染活動で発生
する廃棄物についての放射性物質汚染の程度
は、津波で生じた災害廃棄物への放射性物質
の付着による汚染よりかなり高い。また、除
染の範囲や程度にも依存するが、除染で発生
する土壌や廃棄物の量は、津波で生じた災害
廃棄物と同様、膨大な量となり、その処理施
設・処分施設の立地は、災害廃棄物と同様の、
あるいはそれ以上の難題である。そこで、放
射性物質汚染対処特別措置法のもとでの除染
と、除染土壌や除染廃棄物の処理の現状と今
後の見通しについても簡潔にまとめておく。

特措法のもとでの除染は、国が直轄で面的な
除染を行う除染特別地域と、地方自治体が除染
の必要性の高い地区を調査し、除染実施計画
を定めて除染を行う汚染状況重点調査地域につ
いて実施される。前者は警戒区域、計画的避難
区域に指定されていた範囲で福島県内の 10 の
市町村にまたがる。後者は福島県内 41 市町村、
県外 63 市町村の計 104 市町村にわたり、実施
主体は自治体であるが、費用は国が負担し、最
終的には汚染原因者に求償される。

特措法が制定された 2011 年 8 月から 2012
年 1 月の施行までの短期間に、除染に関する
基本方針やガイドラインが策定され、また、
除染技術の開発、モデル地区における除染の
試行などが行われてきた。

特措法のもとで 2011 年 11 月に提示された
除染の基本方針の考え方（表４）では、除染
措置の対象が、さまざまな用途で利用されて
いる土地から水域まで、多岐・広範囲にわた
ることを認識したうえで、人の健康の保護の
観点から、住宅地や農地から優先的に除染を
進める方針が示されている。この時点では、
森林については住居等近隣を最優先とするこ
とが謳われているが、汚染度の高い地域に森
林が占める割合は高く、また生活と森林が密
着した地域が含まれていることから、森林の
除染をどの範囲まで行うかが、大きな懸案課
題の一つである。

除染で発生する土壌や廃棄物の量の推計
は、災害廃棄物の場合と同様、処理施設の設
計や用地確保の重要な情報となる。土地利用
区分別、汚染ランク別の面積の推計をもとに、
除去する土壌、枝葉、除染に用いる資材から
発生する廃棄物などの量をまず推計し、これ
をもとに処理・処分が必要な土壌・廃棄物の
量を推計する。2011 年 10 月段階で年間 5mSv
以上の地域を対象に除染する場合について、
環境省が行った推計では、除染土壌・除染廃
棄 物 の 総 量 は 2100 ～ 2900 万 m3 で あ っ た。
これは岩手、宮城、福島 3 県の津波廃棄物の
総量と同オーダーである。

津波廃棄物の場合、一次仮置きを経て二次
仮置場での破砕・選別などの前処理、焼却・
埋立都いう過程を経るのが一般的だが、除染
土壌や除染廃棄物についても、仮置きの後、
本格的な処理や処分に進むことが想定されて
いる。しかし、行政関係者からの聴取によれ
ば、仮置場の立地は津波廃棄物の場合以上に
難航しがちであり、本格的な仮置場が設置さ
れるまでの間、除染場所ごとに、仮仮置き場
といった名で一時的に置かざるを得ない状況
も伝えられている。

国の方針では、福島県内で発生する除染土
壌や除染廃棄物については、地域ごとに仮置
きの後、中間貯蔵施設に搬入し、減容等の処
理を行ったうえで、県外で最終処分する案が
示されている。本稿執筆時点で、原発近隣の
複数の自治体に中間貯蔵施設を設置すること
で地元調整が行われているが、最終処分施設
については、公式な見通しは明らかにされて
いない。

一方、福島県以外においても、焼却灰や汚泥
が特措法制定以前から一時保管されてきている
が、今後の除染活動で、放射性物質で汚染され

た土壌や廃棄物がさらに発生する。福島県分と
は異なり、これらは各都県に国の責任で最終処
分施設を設置して処分する方針が示されている
が、これも2012 年10月の時点では、一部の県
で自治体向けの説明に着手され、候補地の具体
名が提示されはじめた段階である。

6.　結語
このように、放射性物質で汚染された土壌

や廃棄物の現場からの搬出、処理、処分には、
津波で発生した災害廃棄物と共通の難題もあ
るが、これに放射性物質ゆえの難題が加わる。
復旧・復興との関係を念頭におかねばならな
い点も共通であるが、線量の高い地域では帰
還までに 5 年以上を見込まねばならない。除
染に要する期間も不確実であり、発災後 3 年
での処理完了を目指して進められている災害
廃棄物の処理に比べて、対処により長い期間
を要す課題であることは間違いない。
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表 4　除染の基本的考え方

• 土壌等の除染措置の対象には、土壌、工作物、
道路、河川、湖沼、海岸域、港湾、農用地、
森林等が含まれるが、これらは極めて広範囲
にわたるため、まずは、人の健康の保護の観
点から必要である地域について優先的に特別
地域内除染実施計画又は除染実施計画を策定
し、線量に応じたきめ細かい措置を実施する
必要がある。

• この地域中でも特に成人に比べて放射線の影
響を受けやすい子どもの生活環境については
優先的に実施することが重要である。

• また、事故由来放射性物質により汚染された
地域には、農用地や森林が多く含まれている。

• 農用地における土壌等の除染等の措置につい
ては、農業生産を再開できる条件を回復させ
るという点を配慮するものとする。

• 森林については、住居等近隣における措置を
最優先に行うものとする。
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Abstract

Disaster wastes are generally classified as municipal 

wastes. However, in the case of large-scale disasters, 

municipalities are often not able to fulfill their function. 

Therefore, area-wide collaborative management of 

disaster waste has been discussed after Hanshin-Awaji 

earthquake in 1995.  Though area-wide collaborative 

treatment has been encouraged by national 

government and contamination level of Tsunami debris 

in Iwate and Miyagi prefectures are not very serious, 

the collaborative treatment was not implemented 

smoothly because of public objection against possible 

diffusion of radioactive contamination.  Apart from 

the perception of risk by radioactive contamination, 

rationale behind area-wide cooperative treatment 

should also be re-examined from various aspects 

including cost-effectiveness for damaged areas.

1.　大規模災害時における広域処理体制整備
自然災害の発生時には、膨大な量の災害廃

棄物が発生する。災害時において、倒壊した
建物の瓦礫などは、通常、一般廃棄物として
扱われる。廃棄物処理の法令上、一般廃棄物
の処理責任は市町村にあるが、処理施設自身
が被災したり、施設が被災を免れた場合でも、
通常の処理能力を大幅に上回る廃棄物が発生
したりするため、その処理責任を被災自治体
のみに負わせることが困難な状況が生じう
る。

このため、大規模な自然災害の発生時に、
他の自治体の協力を得て円滑な災害廃棄物処
理を進める「広域処理」の考え方について、
今般の震災以前から検討が重ねられてきてお
り、東日本大震災の発生の 1 年前の 2010 年 3
月には、「災害廃棄物処理に係る広域体制整
備の手引き」1) が環境省によってとりまとめ
られていた。

そうした検討の大きな契機となったのは、
1995 年の阪神・淡路大震災であり、当時も被
災地の周辺市町村、周辺府県での処理も行わ
れた。1998 年 10 月には震災廃棄物対策指針、
2005年6月には水害廃棄物対策指針が示され、
廃棄物処理に係る防災体制の一層の整備を図
るよう、国が市町村に要請してきた経緯があ
る。この広域体制整備の手引きは、東海地震、
東南海・南海地震のような巨大地震や、首都
圏、中部圏、近畿圏の都市圏直下型の地震の
発生の危惧を意識して策定されたもので、東
日本大震災のような地域での震災は明示的に
は想定されていなかった。とはいえ、その後、
この手引きに示された広域処理体制の必要性

の考え方が、東日本大震災への初動対応にお
いても踏襲されたと考えられる。

手引きでは、広域処理の必要性として、
①早期の復旧・復興のためには、災害廃棄物

の迅速かつ計画的な処理が重要
②市町村単位の対応では困難であり、多方面

かつ広域的な連携が必要
③災害廃棄物処理に係る対応は長期的な進捗

管理・調整が必要
の三点を掲げている。

一方、処理体制を構築するに際しての課題
についても整理しており、被災市町村の処理
体制上の問題として、「被災市町村の被災の
程度や確保可能な資機材・施設等の体制に応
じて、必要な支援体制は異なること」、「災害
廃棄物の処理を想定した契約や諸手続きが整
理されていない場合、体制構築の遅れや混乱
が生じる可能性があること」など６項目、ま
た、周辺市町村との協力体制に関して、「市
町村間の相互協力協定は、多種多様な形態で
締結されているため、被災地域が複数都道府
県にまたがった場合、市町村間の連絡調整は
相当な混乱が予測されること」などの 3 項目、
さらに、廃棄物関係団体との協力体制として、

「廃棄物関係団体との協定書について、災害
時に必要な情報や行動等を具体化していない
場合、発災時にうまく機能しない等の協力体
制が形骸化する恐れがあること」など２項目
にまとめていた。

こうした問題意識をもとに、相互協力体制
の基本方針として市町村、都道府県、国の役
割分担を示し、広域体制に係る平常時対応、
災害時対応を例示して、具体的な広域体制整
備に向けた取り組みの検討の具体化を促して
いた。

しかし、今般の大震災は、そうした体制整
備の必要性の指摘からわずか１年後に発生し
たものである。この手引きがまとめられては
いたが、これに基づく具体的な検討が十分に
は行われないまま、極めて大規模な災害対応
に直面することとなった。

2.　発災以降の経過
平成 23 年 3 月 14 日には、環境省災害廃棄

物対策特別本部長（政務官）より、各都市及
び関係団体に対し、被災市町村の災害廃棄物
の処理についての協力を要請し、6 月 17 日段
階での集計で、26 の市・団体から協力可能と
の回答がなされている。また、報道2)によれば、
2011 年 4 月時点では全国 30 都道府県の市町
村から災害廃棄物の受け入れが可能との意向

が示され、年間受け入れ可能量は焼却 180 万
トン、粉砕 65 万トン、埋立 36 万トンとされ
ていた。

しかし、これは、主に施設容量の余力の観
点からの調査であることに加え、放射性物質
による広域的な汚染実態が把握される前のこ
とであり、福島県以外における放射性物質に
よる汚染の問題は、環境省、受け入れ自治体
とも視野に入っていなかったと考えられる。
その後、2011 年 7 月の岩手県、宮城県におけ
る牛の飼料の稲わらからの放射性物質の検出
など、放射性物質汚染のひろがりが報じられ、
両県からの災害廃棄物の受け入れに関して、
慎重姿勢に転じる自治体が多くなった。文部
科学省による航空機モニタリングの結果が岩
手県について公表されたのは 11 月であり、そ
れ以前の地上測定によって、両県の沿岸部は
一部を除いて東日本の中では相対的には放射
性物質汚染の程度が軽微であるとのデータが
得られていたにもかかわらず、「震災被災地
＝放射性物質による汚染地」との不正確なイ
メージが形成された感がある。汚染の地域分
布の全体像について行政から積極的な情報提
供が行われてこなかったこともあり、受け入
れ地域側の汚染度が高い場合でも、相対的な
関係は理解されにくい状況であった。

3.　広域処理の推進と賛否の論点
3.1　広域処理ガイドラインと広域処理の実施

原発事故で放出された放射性物質による汚
染を危惧する声の高まりに呼応して、環境省
は災害廃棄物の広域処理の推進に係るガイ
ドラインの初版を 2011 年 8 月 11 日に作成し
ている 3)。これに先立ち、7 月に岩手県宮古
市、陸前高田市等の仮置場で採取した災害廃
棄物の放射性物質濃度の調査が行われてお
り、最も濃度の高かった地域でも、焼却灰が
8000Bq/kg 以下となることが示されている。
広域処理の実施に際しては、一次仮置場での
災害廃棄物の放射能濃度の確認を基本とし、
加えて二次仮置場からの搬出時に空間線量率
がバックグラウンドに比べて有意に高くなら
ないことを確認することを方針として示して
いた。

ガイドラインの初版の作成段階では、対象
は岩手県を想定しており、東京都が宮古市か
らの受け入れを 9 月末に決定し、11 月には受
け入れ、処理が開始された。その後、災害廃
棄物やその焼却灰の放射性物質濃度の実測値
が蓄積され、ガイドラインは逐次、一部改訂
が重ねられた。宮城県分については、東京都
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での女川町からの受け入れが 11 月に決定さ
れ、12 月から着手された。また、東北地方の
隣県、すなわち青森県、秋田県、山形県でも、
岩手、宮城両県分の受け入れが進められた。

これらの地域以外でも受け入れの検討が進
められたが、受け入れに積極的な自治体の首
長と、放射性物質による汚染への懸念から反
対する住民との間での意見対立も見られた。

事故の影響が軽微な地域での受け入れ実績
例としては静岡県島田市の例がある。試験焼
却において、島田市自身の一般廃棄物焼却灰
からも微量のセシウムが検出されていたが、
岩手県山田町の災害廃棄物の受け入れによっ
て、灰中のセシウム量は増加している。濃度
でも絶対量でもリスクを問題視すべきレベル
ではないが、受け入れる災害廃棄物の汚染レ
ベルが低い場合でも、受け入れ地の汚染度が
さらに低く、相対的には汚染のより低い地域
への放射性物質の移動が生じる場合に、放射
性物質の封じ込めの観点から介入が必要か否
かの考え方の整理が必要であろう。

なお、ガイドラインでは測定などの過度の
負担をかけることは合理的でないとの記述が
みられる。しかし、結果的には、十分に慎重
を期す姿勢を欠いたがゆえに受け入れが進ま
ない状況も生じていた。事故後、政府への信
頼性が損なわれている状況下で、合理性を追
求したことが合理的であったかどうかについ
ての検証も必要かもしれない。

計画した広域処理が足踏みする状況の中
で、 環 境 省 は 広 域 処 理 へ の 広 報 を 強 化 し、
2012 年 2 ～ 3 月頃を中心に、全国紙における
全面広告やイベントの開催などが行われた。
2012 年 8 月に公表された環境問題に関する世
論調査結果 4) では、広域処理に賛成、どちら
かといえば賛成を合わせて約 90％近く、反対
は少数意見である。但し、廃棄物処理におけ
る NIMBY（Not in my back yard）はよく知ら
れた問題であり、総論として賛成が多いか否
かだけではなく、処理施設周辺に居住する直
接の利害関係のある住民の意向が重要である
ことを指摘しておきたい。

3.2　広域処理に対する反対意見の論点
筆者は、西日本など、原発事故による直接

影響が軽微であった地域での広域処理につい
てはより慎重な検討が必要であるとの立場を
とってきた。これは、8000Bq/kg という基準
が、事故前のクリアランスレベルに比べれば
2 桁近く緩和されていること、当初福島県の
災害廃棄物処理への適用を想定して行われた

基準を、東日本に拡大し、さらに全国に適用
することの是非について公開性の高い議論を
経ていないことは軽視すべきでないと考える
ためである。

政府やマスメディアの情報への不信感か
ら、放射性物質汚染については、インターネッ
ト上での情報発信が特に盛んである。そこに
は、災害廃棄物は高度に放射能汚染されてお
り危険であるとの主張など、事実誤認に基づ
く非科学的な主張や、放射能に対する過剰と
思える反応も散見されるが、この問題に対す
る幅広い意見を知る上では有用である。筆者
自身が、ツイッターを用いた情報発信や対話
を通じて得た広域処理をめぐる論点につい
て、既報 5) で整理したものを以下に再掲する。
(1)　放射性物質は本来、集中管理するべきで
あり、広域処理する場合も、線量が相対的に
低い地域から高い地域への移動に限ることを
原則とするべき
(2)　セシウム以外の核種（たとえばストロン
チウム）についての実測が行われておらず安
全性の確認が不十分
(3)　焼却時にバグフィルタによってセシウ
ムは 99 ～ 99.9% 分離できるとされているが、
限られた時間でのサンプリング調査であり、
連続監視が必要
(4)　放射性物質以外にもアスベスト、重金属
などによる汚染の可能性があり、その確認が
不十分
(5)　放射性物質で汚染された廃棄物を従来の
施設で処理できるとした審議の過程が非公開
であり、安全と説明されても信用できない
これらの指摘に対しては、基準以下であるか
ら安全である、と説得する姿勢だけでは合意
に至りにくいであろう。(2) ～ (4) については、
技術的な面では対応可能である。災害廃棄物
について、放射性物質による汚染の程度の確
認だけでなく、他の有害な物質で汚染されて
いないかどうかの確認は、広域処理するにせ
よ、現地で処理するにせよ、充実させること
が望ましい。焼却処理時の安全性の確認につ
いては、津波被災地の災害廃棄物の広域処理
よりも、前述した首都圏の一部も含め、より
汚染度の高い地域における日常の都市廃棄物
を安全に処理するうえでも求められる。安全
なレベルなので測定する必要がない、という
説明で信用を得にくければ、測定して安全な
レベルであることを実証したほうが早道であ
ろう。実際、(2) についてはその後実施に移さ
れている。なお、放射性物質の問題以前の焼
却に対する不信感、反対論がある一方で、焼

却飛灰からのセシウムの溶出による浸出水の
汚染のように、専門的立場からも留意すべき
点の指摘もなされている。
一方、安全性とは別に、広域処理の妥当性自
身を問う声もあり、
(6)　被災地の早期復興のために広域処理が必
要とされるが、復興計画と整合がとれている
のか、仮置場の存在が本当に復興計画実施上
の障害になっているのか
(7)　遠距離輸送することのコストを考えれば
広域処理よりも現地に施設を建設するほうが
合理的ではないか
(8)　被災地で処理を行ったほうが現地での雇
用や経済的復興に貢献するのではないか
(9)　そうした観点も含め、広域処理以外の選
択肢も含めた複数の案について利害得失の比
較評価を行うべきではないか

といった指摘がある。広域処理という方針
は、放射性物質による汚染の実態が認識され
ない時点で立てられたものであり、また、被
災地の現地の事情も発災から 1 年を経て変化
している。そうした事情を斟酌しないまま、
絆、助け合いといった精神論が先行すること
に対する危惧も聞かれる。この問題の本質が、
政策決定や合意形成の進め方のプロセスへの
不信感にもあることを指摘しておきたい。

そうした状況の中、2012 年 4 月には、日本
学術会議東日本復興支援委員会が、放射能対
策を含む 3 つの分科会からの提言を発表して
いるがその際、災害廃棄物の広域処理のあり
方に関する提言 6) もあわせて発出している。
その内容は、
提言１：実態の正確な把握で処理計画更新、
県内再利用優先
提言２：災害廃棄物の再利用のために技術・
財政支援
提言３：受入地・被災地間の合意で、法・ガ
イドラインによって広域処理推進
提言４：情報公開とリスクコミニケ－ション
による安心確保

から構成されており、現地での再利用の促
進、広域処理を行う場合のより丁寧な対話な
どを提言している。

4. 　広域処理量の下方修正と広域処理の縮小
広域処理の調整が十分には進まない中で、

　災害廃棄物の発生側で事情の変化が生じ
た。2012 年 5 月 に 岩 手 県、 宮 城 県 が 災 害 廃
棄物の発生量の推計を見直した。岩手県分に
ついては、津波堆積物を計上範囲に加えたこ
とで総量が増加した一方、宮城県では発生量
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の推計値や宮城県が市町村から受託する処理
量が大幅に下方修正され、とくに石巻ブロッ
クについては当初の想定量の半減以下となっ
た。このため、広域処理の必要量も大幅に減
少し、見直し以前、両県計で約 400 万トンと
されていた量は 5 月時点で 220 万トンに、さ
らに 8 月の再見直しでは 160 万トンにまで減
少している。復興資材としての現地での再生
利用の拡大を推す声に応えて、公共事業への
積極的な利用も図られるなど、一定の軌道修
正が行われつつある。

また、受け入れ先については、事故の直接
影響が極めて軽微な西日本も含めて検討が進
められてきたが、下方修正の結果、調整先は
絞られ、それ以上の新たな要請は行わない方
針が国からも示されている。

一方、処理期間を数ヶ月延長すれば、可燃
物の県内処理も可能と考えられる。仮設炉は
撤去が必要とされているが、セメント工場は
洗浄設備も含めて自社設備であり、より長期
にわたって処理を引き受けるほうが収益上も
有利である。可燃物や可燃物混じりの不燃物
の処理能力に関しては、岩手、宮城両県間で
の容量不足を相補うことが可能となれば、両
県での域内処理の可能性がさらに高まる。不
燃物については岩手県の処分場不足がより強
い制約となっており、宮城県や仙台市との間
で、残余容量の融通が可能となれば両県トー
タルでは域内処分も完結させやすい。

埋め立て地に余裕がある自治体では、前処
理による可燃物と不燃物の分離を十分に行わ
ないまま、残渣率が高い状況での処理が進め
られてきたが、残渣率を減らす前処理によっ
て、再利用可能な不燃物をより多く分離でき
れば、その分、焼却灰の処分量は減らすこと
ができる。

5.　広域処理の紆余曲折からの教訓
(1) 現地の事情の多様性

被災地の状況は多様であり、用地の不足ゆ
えに仮置場からの瓦礫の移動が強く求められ
る自治体もある。一方で、一次仮置場、二次
仮置場ともに確保され、現地での処理が軌道
にのっている地域もある。これらの多様性を
捨象して、がれきの山で被災地が困窮してい
るというステレオタイプのイメージを広報し
たことは、現地を知る立場からみるとやや違
和感を抱く。被災地の多様な実情を十分理解
したうえで、あえて捨象して広報する戦略で
あったのかもしれないが、被災地の多様な実
情を伝え、瓦礫の広域処理以外にも、被災地

の支援手段があることを伝えたほうが、被災
地の真に支援につながったのではないだろう
か。
(2) 迅速な処理の必要性と期限の妥当性

広 域 処 理 の 必 要 性 と し て、 発 災 後 3 年、
2014 年 3 月までの処理完了が強調される。少
なくとも発災当初においては、被災地から瓦
礫の早期撤去、処理が強く要望されていた。
しかし、一定の時間が経過して瓦礫の仮置場
への撤去が進んだ後では、現地の声にも変化
が見られた。復興計画の進捗時期との兼ね合
いなども考慮した場合にこの期限の厳守が被
災地にとって必要不可欠かどうかについて
は、被災地側の真の希望を取り入れる必要が
あるだろう。被災地のニーズが復興であり、
災害廃棄物の迅速な処理はその必要条件で
あって十分条件ではない。
(3) 放射性物質汚染との関係

広域処理は放射性物質汚染の分布について
の情報が十分にない時点で計画されたもので
ある。政府による公式なモニタリングによる
地理的分布が公表されるまでには時間を要し
たが、岩手県、宮城県の津波被災地は概して
汚染度は軽微であるものの、両県の一部に相
対的に線量の高い地域があることは知られて
いた。2011 年 8 月の京都の大文字送り火にお
ける陸前高田の薪の使用の中止に端的に表れ
ているように、西日本における忌避感は強く、
そうした状況を踏まえた早期の方針見直しは
時期的には可能であったと考えられる。

無謬性を重んじて後戻りできない状況が
あったためか、放射能汚染については問題に
すべきレベルではないとの認識が強かったた
めか、実際にはそのまま広域処理が推進さ
れた。環境省の対外的説明を見る限りでは、
8000Bq/kg という基準を全国に適用すること
についてはとくに問題視していないが、事故
以前からの放射性廃棄物のクリアランスレベ
ルとの関係について、規制を緩和したのでは
ないかとの不信感があり、これが広域処理が
進みにくかった要因の一つであろう。
(4) 今後に向けて

今後の大規模災害に備えて、広域処理の実
績を作っておくことの意義は軽視できない。
但し、広域処理先が、小規模で多数にわたっ
た場合には、放射性物質汚染の問題がなかっ
たとしても事務処理面でも費用面でも非効率
であり、広域処理に多数の自治体が参加する
形態が妥当かどうかは客観的な評価が必要で
ある。

いうまでもなく、広域処理は被災地の支援

という目的を達成するための手段である。し
かし、広域処理自身が自己目的化した感もあ
り、受け入れ先が個々に求める異なるレベル
での放射性物質の検査や、多数の自治体視察
受け入れ等のために、かえって被災地に労力
的負担をかける状況も一部で生じてきた。

放射性物質汚染という不測の状況が加わっ
た中で、広域処理を十分な理解を得ないまま
進めてきたことが、災害時の広域処理、ひい
ては廃棄物処理そのものに対する不信感を増
長させているとすれば、将来に禍根を残すこ
とになる。大災害時の広域処理の必要性に理
解を求めるためには、今回の災害での広域処
理の適用が適切であったか否かを、予断なく
検証することが必要であろう。

とくに、原発事故によって政府や科学者に
対する信頼が損なわれている中で、進めてい
る政策が正しいものとして、代替案を提示し
ないまま、説明・説得によって理解を得よう
とする政府のコミュニケーションの方法には
批判的意見が少なくない。このコミュニケー
ションをめぐって、環境大臣から国民に向け
た「お手紙」が環境省のホームページに掲載
されてきたが、これも一方通行的な説明を前
提とする内容になっている。公益性と安全性
のバランスをめぐる、政府と国民との間での
コミュニケーションは、広域処理問題が提起
した最大の課題であろう。
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Abstract

Exiting researches predicting volume and spatial 

distribution of disaster wastes by earthquakes, 

tsunami, and flood are reviewed and Hanshin-awaji 

great earthquake and East Japan great earthquake 

are compared with each other in aspect of waste 

processing.

Simulation based on the reviewed papers and 

investigations of passed and present earthquakes are 

conducted for predicting elapsed time to clean disaster 

wastes.

As a result, key factors to clean and recover disaster-

struck area quickly and intentionally are discussed.

1.　はじめに
現在、東日本大震災によって生じた膨大な

量の災害廃棄物（がれき）が少しずつ処理さ
れつつある。我が国や多くのアジアの中進国
のように、定期的に大地震が起こる国家にお
いて、それによって生じるであろう廃棄物の
量を予測し、十分な準備をすることは、その
後の被災地復旧・復興にとって極めて重要で
ある。また、そればかりではなく、大地震が
起った後に、混乱し十分な情報の得られない
被災地において、迅速に災害廃棄物の発生量
を推定することも、重ねて重要である。

地震による災害廃棄物の予測或いは推定に
おける社会的・研究的動機は、地震後の迅速
な災害廃棄物処理により、復旧・復興を速め、
社会基盤と成長サイクルを早急に取り戻す、
という点にある。復旧・復興速度は、速いほ
ど望ましいのは論を待たないが、幾つかの文
献においては、遅くなると、経済のグローバ
ル化に伴う市場からの信頼性喪失・競争順位
降下による長期的な損失（経済学的経路依存
性）などが指摘されている 1),2)。また、国家の
意思決定機関においても、復旧・復興の迅速
性を重視した議論がなされている 3)。その一
方で、仮置き場確保の遅れ、解体・分別作業
の不徹底よる効率性・安全性の低下から、災
害廃棄物処理においては「拙速過ぎないこと
も必要だったのではないか」との内省的指摘
も存在する 4)。

本稿では、まず、①地震前に災害廃棄物発
生量を予測する手法、②地震後に災害廃棄物
発生量を推定する方法のレビューを通じ、地
震における災害廃棄物の予測、推計、そして、
阪神淡路大震災、東日本大震災における現実
の排出量・排出分布との違いについて整理す
る。そして、次に、今後、国内外で起こると
考えられる大規模地震に対して、災害廃棄物

を効率的に処理し、力強い復興をする上で、
必要な考え方とは何かについて論じる。

2.　災害廃棄物の発生量の予測と現実
2.1　海外の既往の研究事例

地震災害時に発生する災害廃棄物の発生量
を求める研究は、我が国を除くと、中東 5)、
アジア 6) など、我が国同様に、地震被害に苦
しめられている地域に多い。しかし、これら
の文献は被害報告の域を出ない。それ以外に
は、密度や溶出特性の変化や安全性 7)、再利
用方法 8) を議論した内容が多く、被災地域の
特性に基づく災害廃棄物の発生量予測手法に
関する研究は見当たらないようである。これ
は、大地震が起こる可能性のある国家の多く
が、途上国や中進国であるため、災害廃棄物
を迅速に処理するよりも、処理が長期化した
場合の人体や環境への影響に関心が高いため
と考えられそうである。

2.2　建物倒壊による発生量予測の手法
我が国の地震による廃棄物量の予測手法

は、阪神大震災時に生まれた計算手法・原単
位に基づいており、よく整理された文献の多
くは、内閣府・中央防災会議の資料にその多
くをよっている 9)。ちなみに国際的な文献レ
ビューだと、平山らの研究報告が先行してい
るとレビューする文献 10) もあるが、 2000 年
の阪神淡路大震災時の復旧活動の中で採用さ
れた廃棄物推定手法を採用していると考えら
れ、上記の中央防災会議が、実質的には初出
として、発生量予測手法の基礎となっている。

この手法では、震災前後に急速に整備され
た、固定資産台帳からの建築ストック推計に
関する手法（野城、小松ら 11)）、ストックと
人口分布の線形性に関する研究（名知 12)）な
どと、阪神・淡路大震災時に用いられた廃棄
物原単位調査が結びつくことで、がれき発生
量の予測を精緻化している。また、同じよう
に、建物被害、交通施設被害、ライフライン
施設被害、人的被害などについても地震被害
データに基づく我が国の多くの研究成果を組
み合わせ、地震災害の網羅的な予測ができる
ように整理されている。また、環境省（旧 厚
生省）13)、都道府県 14)、経済団体 15) が、この
手法に基づき被害想定予測を立て、地震災害
対策の根幹的資料として役立てているようで
ある。

以下、手法の利点、欠点の説明とともに概
要を図 1 に示す。
(1) 利点

・ 比較的精緻にがれきの分布が出ること。
・ 道路閉塞率、倒壊率、火災など、地震の入

力情報に対して、起こりうるほとんどの地
震被害との連成ができており、総合的な地
震被害想定ツールとして機能している。

・ 阪神大震災、鳥取県西部地震、芸予地震の
実データに基づき、我が国のストックの形
状や特長の乗った原単位がよく整備されて
いるため、震災後の経済分析についても議
論されている点も興味深い。（モデルには
搭載されていない）

(2) 欠点
・ 固定資産台帳データとメッシュ別人口デー

タが整備されていないとできない。（デー
タが整備されていない国ではできない）

・地域特性が色濃くでる被害の検討がない。
・各種被害の空間分布が出ているのにもかか

わらず、その後の災害復旧のための利用・
検討がない。

・二次災害（避難時の事故、病死、工場や施
設の機能停止や故障による被害）などが考
慮されていない。

・これまでの主な大地震の被害状況や被害原
単位を利用しているため、これらの原単位
とは違う都市構造をもった地域では、構造
物分布や交通ネットワークの状況が違うた
め、予想が実際と大きく食い違う可能性が
ある。

・首都圏で問題視されやすい地下空間の機能
低下や破損についてはあまり議論されてい
ない。

2.3　水害廃棄物の発生予測量の手法
 我が国は、水害廃棄物の発生予測量の手

法についても、地震による災害廃棄物と同様
に、被害レベル（床上浸水、床下浸水）ごと
に、建築物単位量あたりの水害廃棄物原単位
をアンケート調査により算出し、これによっ
て全体の推計量を出す手法をとっている。環
境省 16) は、床上浸水を高さによる 3 レベル＋
床下浸水 1 レベル計 4 レベルによる推計方法
を提案している。また、平山ら 17) は、これを
さらに精緻化し分類を細かくすることで精度
を上げている。図 2 にこれを図示する。研究
としての報告事例はないが、これらの推計方
法と水害シミュレーションを組み合わせるこ
とで、水害廃棄物の発生予測が可能であると
考えられる。
(1) 利点
・地震による災害廃棄物と同様の手法で推計

ができる。

4.1　災害廃棄物処理におけるボトルネックの考察とシミュレーション
Bottlenecks in Processing Disaster Wastes through Research Review and Simulation
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(2) 欠点：
・水害は地震よりも被害の空間分布にばらつ

きが大きいため、精度があがらない。
・水害によって海上へ押し流されたがれきの

量はわからない。
・津波被害には適用できない。

2.4　津波水害廃棄物の推定
2.3 に 示 し た よ う に、 水 害 廃 棄 物 の 場 合、

河川や都市内洪水を前提にしており、大部分

のケースでは、床下に泥が溜まったり流木が
ひっかかったりするような建築物にとって小
さな被害を想定している。津波のように海岸
から規模の大きな水流が来襲し、全壊・半壊
するような被害を想定してないため、適用が
難しいものと考えられる。

ま た、 首 藤 ら 18) は、 津 波 遡 上 シ ミ ュ レ ー
ションから、水圧によって倒壊する建築物の
割合を試算する方法を提案しており、想定さ
れているケーススタディが幾つか紹介されて

いる。
これに対して、平山らは、衛星画像から得

られた津波の浸入範囲に基づき、ここのがれ
きがすべて廃棄物になると仮定した上で、地
震廃棄物のように全壊・半壊といった津波に
よる倒壊棟数を算出し、ここから地震災害廃
棄物の原単位をかけて算出する方法を提案し
ている 19)。

この手法は首藤らの提案と連成可能であ
り、組み合わせることによって津波による廃

4.1　災害廃棄物処理におけるボトルネックの考察とシミュレーション
Bottlenecks in Processing Disaster Wastes through Research Review and Simulation

図 1  地震における災害廃棄物の発生量予測手法の概要（建物倒壊由来）

図 2  水害における災害廃棄物の発生量予測手法の概要（左：環境省のデータ 右：平山らの推計精度（2005））
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棄物量の計算ができると考えられる。ただし、
これらは、津波被害にあった倒壊建築物量に
あたり、例えば、津波によって移動させられ、
廃棄物にまぎれこんだ土砂などは考慮されて
いない。さらに、津波水害によって海上へ運
ばれた流出量も判明しない。

このように、地震＋津波水害による災害廃
棄物の推定に関して、建設系廃棄物は概ね推
定可能であるが、土壌系廃棄物量、海上輸送
量の推定についての研究が未整備であると考
えられる。

3.　災害廃棄物の発生分布の予測と現実
3.1　防災計画と現実とのギャップ

前節までで言えることは、若干の粗さはあ
ると言っても、地震の入力に対して、津波、
火災、液状化などの様々な影響による災害廃
棄物を予想することは、東日本大震災前に可
能であった。しかし、ケーススタディの想定
が十分大きくなかった。宮城県の過去の予想
状況と現実の被害状況と比較すると、全壊建
物件数は想定が最大 1.5 万件に対して、現実
には 7 万件と４倍以上の開きがある。また、
最大被害をもたらすケーススタディが大津波
によるものではなく直下型地震によるもので
あり、津波を想定したケーススタディであっ
ても、最大津波高さを 2m 程度としたため 20)

に、建築物が倒壊し、災害廃棄物化すること
は想定されていなかった。

東日本大震災前後の状況を整理してみる
と、上記のようなケースステディの過小見積
りによって、国家予算何十兆円分もの損失に
つながっている可能性がある。この事実の教
訓性は極めて高いものであると言える。

また、今年度より、ほとんどの自治体にお
いて、東日本大震災規模の地震・津波を想定
した、災害対策計画が作成・発表されはじめ
ているが、地震による災害廃棄物が出た時に、
どこにどのくらいの規模の仮置き場を設置
し、どれくらいの範囲から持ち込むのか、と
いう仮置き場の具体的計画は、どの自治体で
も現在の計画書に掲載できていいない 21)。

「広域避難区域」の指定が明文化されてい
ることが多いので、仮置き場についても、 「広
域災害廃棄物仮保管区域」のような名称で計
画書に列記し、廃棄物処理業界全体で共有し
ていくことが望ましいであろう。

3.2　地震直後の推定量と現実とのギャップ
(1) 地震発生直後の廃棄物の調査方法

東日本大震災直後に産出された災害廃棄物
排出量は、上記、平山らの推計手法に基づき、
津波遡上地域を人工衛星から割り出し、全壊・
半壊判定を経て、建物の平米あたりの原単位
をかけて試算するものであった。図 3 に、環
境省の報告 22) に基づき作成した当初の各市
町村の災害廃棄物推定量と、その後の修正率
の推移に示すとともに、現実の廃棄物量との

「差」について以下に論じる。

(2) 廃棄物推定量の事後修正率の時間的変化
と復旧局面指標としての利用の提案

前節に示した推定手法に基づくと、震災直
後の各地の災害廃棄物量は、どちらかという
と過大推定になりやすい。よって、図 3 に示
されるように、災害の全貌がわかるまでの半
年程度は、事後修正率（｛修正後の廃棄物量
―当初推定量｝/ 当初推定量）が増大する傾

向にある。その後、さらに時間がすぎると、
現場での測量による体積測定や、ダンプ台貫
による重量測定が本格化することで、数値が
精緻化し、細かい上下方修正（どちらかとい
うと下方修正が多い）の傾向に転じるものと
考えられる。実際に、文献 22 においても、時
間の経過とともに自治体による実測データが
増えていっていることが報告されている。さ
らに、排出推定量と事後修正率は反比例の関
係にあるため、震災後約 1.5 年の時点で、最
小 規 模 の 市 町 村 排 出 量（ 約 5 千 ト ン ） で 事
後修正率は 200％、最大規模の排出量（約 6
百万トン）で 27％の事後修正を行なっている。
ただし、被災地域全体でみると、− 16％程度
の事後修正率である。

このような災害廃棄物の推定量の修正率の
変化は、災害そのものの情報混乱性と収束性
をそのままあらわしており、筆者は、例えば
行政にとって、復旧進捗を示すインデックス
として利用できるように感じている。例えば、
当初推定量からの修正率変化量が 20％以下
になってきたら、必要最低限のインフラ、情
報が安定的に到達できるレベルに達したとし
て、廃棄物処理の大規模発注に踏み切るなど、
復旧の局面管理に利用できるのではないかと
考えられる。

(3) 津波による災害廃棄物の海洋流出量につ
いて

前節で述べたように、災害廃棄物全体量の
当初推定量と現在報告されている推定量には
大きな差分がある。環境省では、この差分を
海洋流出量として位置付け、表 1 のように報
告している 23)。注意しなければならないのは、

図 3  市町村の災害廃棄物の当初推計量と事後修正率の関係

廃棄物の種類 漂流ごみ
( 千 t)

海底ごみ
( 千 t) 計

家屋等 1,336 2,783 4,119 

自動車 − 313 313 

流木 199 − 199 

漁船・船舶 1 101 102 

養殖施設 − 16 16 

定置網 − 18 18 

コンテナ − 35 35 

計 1,536 3,266 4,802

表 1　東日本大震災により
海洋へ流出した災害廃棄物の総量推計
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上記の差分量は、あくまで、がれき推定によ
る修正によって生まれたものであり、単なる
推定誤差である可能性もあるので、海洋流出
分の廃棄物量に相当するかは根拠が乏しい。
後述するが、流出した量から見積もられた海
洋流出速度も予測とズレが生じていることか
ら、がれきの海洋流出量と速度の正確な予測
は今後重要な研究課題になると思われる。

(4) 災害廃棄物の海洋流出速度について
前 節 に 示 し た が れ き の 海 洋 流 出 量 を、

「400-800 万トン」と仮定した上で、Surface 
Current Diagnostic (SCUD) Model24) によって
その後の海洋移動と分布予測が報告されてい
る。しかし、環境省の予測 25) とアメリカから
のがれき漂着報告を比較すると、がれきの移
動速度が必ずしも現実の速度に一致しておら
ず、予測よりも２ヶ月以上早く到達している
との報告 26) がある。数百万トンといったがれ
き量は、膨大であり、今後、国家間に賠償リ
スクが生じてくるのであれば、海洋流出量と
移動速度をなるべく正確に算出できる方が望
ましい。また、ストックの堅牢化、防護化、
立地計画によって、海洋流出を減らし、リス

クを減らす考慮も必要と考えられる。（最も、
漂着物を被災国家に代わって費用負担する方
が、紳士的かつ国際援助としては妥当である
とも考えられる。）さらに、東南アジア、南
アジア地域で同じ問題が起こるとすると、よ
り複雑な議論になりそうである。

4.　災害廃棄物の処理速度の予測と現実
現在、環境省が目標としているがれき撤去

完了時期は震災から 24 ヶ月後の 2013 年 3 月、
また、埋め立て、リサイクルなど、すべての
処理完了時期は、36 ヶ月後の 2014 年３月と
なっている 25)。 これらの報告をもとに、各
都道府県の撤去率と、阪神・淡路大震災の撤
去率の時間的変化 27) を比較したものを図 5 に
示す。ちなみに、阪神淡路大震災の処理率の
時間的変化もあわせて示す。阪神大震災の場
合、がれき撤去完了時期は震災から13 ヶ月後、
処理完了時期は 22 ヶ月後となっていた。

被災面積あたりのお金と人材と設備の投入
量は、震災直後に定められた目標復旧年数に
対して、いつもある最高水準になる（復旧に
対して政府が出し惜しみしない）とすると、
がれきの撤去速度と処理速度速度（撤去率、

処理率の時間変化）は被災面積によらず目標
復旧年数にのみ依存すると考えられる。

現時点の東日本大震災の撤去速度は、阪神
大震災の撤去速度の 1/4 ～ 1/3 程度である。
また、処分に関しては、環境省によって報道
が開始され始めたばかりであり、処理速度と
しては 1/10 ～ 1/9 程度である。（ちなみにこ
れらのデータには、放射線廃棄物の処理とし
て懸念される福島県の対象地域は考慮されて
いない。）

このように考えると、阪神淡路大震災に比
較して、東日本大震災の復旧作業は目標に対
して遅れ気味になっていることから、何らか
のボトルネックがあり、今後の災害復興を
考える上でそれが何か解明すべきと考えられ
る。なぜなら、それが可視化され解決されれ
ば、東日本大震災からの迅速復興に大きく寄
与することになり、かつ、今後の震災に備え
るための重要な検討課題として議論できるか
らである。

以下、災害廃棄物における各プロセスの処
理速度を一つ一つ検証しながらボトルネック
について調べる。ただし、放射性廃棄物につ
いてはここでは議論しないものとする。

図 4　東日本大震災により海洋へ流出した災害廃棄物の拡散速度

図 5  がれきの撤去速度と処理速度の時間的変化（文献より筆者作成）
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5.　迅速復興のためのボトルネックとは何か
5.1　目標とする迅速復興のための災害廃棄物
処理フローのかたち
ボトルネックを考える前提として、災害時

にどのような廃棄物処理フローを理想として
処理をすすめるか、廃棄物処理のビジョンを
行政、市民、産業界で共有しておくことが重
要である。吉岡ら 28) は、仙台市における東日
本大震災後の災害廃棄物処理フローを報告し
ており、また一方で、環境省が既存の廃棄物
処理フローを考慮して、広域向けに作成した
災害廃棄物の処理フロー 29) を    に示す。この
処理フローでは、災害廃棄物処理の初動であ
る仮置き場設置、分別回収、広域処理必要性、
廃棄物処理時の安全対策と、少ない文量で迅
速な災害廃棄物処理の考え方を簡潔にまとめ
ており、文献 27 や文献 4 といった阪神大震災
時の教訓が多分に考慮されている。また、実
務的には、施設として、オペレーションとし
て必要な用地や設備をあわせて、浅利ら 30) が
よく整理したフローと解説を提示している。
本稿では、我が国の災害廃棄物処理のコンセ
プトとして現時点では最も妥当な、あるいは
もっと改善していくための最も整理された案
として、これらの災害廃棄物処理フローを基
準とし、ボトルネックについて論ずる。

5.2　処理施設破損および輸送ネットワークの
分断などによる処理能力低下
まず、地震災害の場合、施設および交通ネッ

トワークが破損し、施設が能力を十分に発揮
できない場合がある。交通ネットワークの破

損については、被災民の救助、救援のために、
最優先で進められるため、廃棄物処理の前の
フェイズで復旧が完了している。

この一方で、廃棄物処理施設の場合、プロ
セスの重要な箇所が破損した場合には、その
施設そのものが利用できなくなり、災害廃棄
物処分ができなくなってしまう。

文献 31)、32) によれば、阪神・淡路大震災
では、焼却施設、中間処理場、最終処分場そ
れぞれに機能停止にかかわる被害があったこ
とが報告されている。その概要を表 2 示す。
これによると、煙突、クレーン、タンク、電
気集塵機といった付帯施設の破損および停
電、断水、必須薬剤不足、修理資材不足など
のインフラ切断・供給切断など複数の現象が
重なって一部の施設が 1 ～ 2 ヶ月間、利用不
能になった。結果、一部の廃棄物を広域処理
に頼ることになった。ただし、多くの場合は
軽微で震災後 10 日間以内に応急復旧を完了し
たと報告されている 33)。

このため、地震のみの災害を想定した場合、
事後的に環境が整えば能力を落としてでも業
務再開が可能でありそうである。

この一方で、全国都市清掃会議は、東日本
大震災の施設破損状況について、会員企業で
ある廃棄物処理工場の破損状態を集計・報告
している 28)。 これについても、地震のみの影
響を受けた施設は阪神淡路大震災と同様の結
果で比較的軽微であるが、津波の被害を直接
的に受けた沿岸の施設については半年以上使
用不能になったものもある 29)。ただし、4 ヶ
月で太平洋セメント大船渡工場や石巻広域ク

リーンセンターが復旧している点について
は、報告 30) にもあるように、厳しい環境の
中での極めて素早い対応を行った賜物といえ
る。特に、石巻広域クリーンセンターについ
ては、非常用電源を工夫して仮配線し作業に
あたることで復旧期間を早めたとあることか
ら、仮に、非常用電源が有効活用できなかっ
たら、復旧作業がそもそも開始できない可能
性もあったようである。この時のスケジュー
ルをもとに阪神・淡路大震災と比較した復旧
速度を表 3 に示す。また、敷地があれば短期
で仮焼却場の設置が可能であり、概ね 3 ～ 6 ヶ
月程度の工期 31),32) であるとの報告から、津波
によって損傷をうけた焼却施設の空地に仮設
焼却場を設置することで増強している施設も
ある。また、文献 40 によれば、むしろ上下水
処理場の方が復旧までの期間が長期化するよ
うである。

次に、コンクリート系廃棄物を破砕し再生
路盤材として利用する施設については、あま
り報告がないが、基本的には移動式破砕設備

（ガラパゴス）が充実していることから、広
い敷地があれば、いつでも業務再開にできる
ものと考えられる。また、通常、こういった
施設は山間部、港湾部の両方に位置しており、
比較的、処理能力が高い機材が多いので、山
間部の処理施設だけでもリサイクル製品製造
は可能である。ただし、これについてももう
少し詳細な調査を要するものと思われる。

以上から、処理施設破損および輸送ネット
ワークの分断などによる処理能力低下に伴う
ボトルネックは次のように考察できる。

図 6   東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン，左）と用地確保・施設確保の点から見た実務的な処理フロー（右）

Center for Sustainable Urban Regeneration

The University of Tokyo

Sustainable Urban Regeneration

Vol. 24_2012_11

Disaster Waste Management

Lessons for Better Future Response



033

・設備インフラの電気系統の津波に対する耐
性

・非常用電源の確保程度

5.3　焼却プロセスのボトルネック
こ れ ま で に 示 し て き た よ う に、 地 震 が 起

こった直後の災害廃棄物量の推定分布は過大
評価気味に推定されるため、通常は、過剰気
味に処理施設を調達しようとする。必要なの
は設備投資であるため、新規で増設すること
も可能であるし、広域処理することによって
必要な処理能力を調達することは可能であ
る。実際に、宮城県で仮設の焼却施設の稼働
が進んでいる。

ただし、焼却プロセスのボトルネックは、
処理場の表示通りの処理能力が出るか、「やっ
てみるまでわからない」点である。

特に、災害廃棄物は一般廃棄物と異なり、
塩分や水分のバランスが違う。このために、
前処理として水浴による脱塩、乾燥、そして、
残存水分の潜熱による発熱量低下、これらの
ことを加味した場合、余剰処理能力は大きく
変わってくる。

廃棄物資源循環学会・災害廃棄物対策・復

興タスクチームによる報告書によると、岩手
県・県北クリーンのストーカ炉（80 トン／
日）にて実証試験を行い、津波を受けた生木、
建設木材系を 75％以上含む災害廃棄物（東日
本大震災による岩手県沿岸部の可燃性がれき
例）を脱塩処理しないまま 20％、残りを一般
廃棄物で混合し、80 トン／日程度の規模の焼
却炉で焼却処分する分には、ダイオキシン、
塩化水素も法律内の管理ができ、通常の焼却
が可能であると報告している 33)。

上記の説明にある災害廃棄物と一般廃棄物
の成分構成実測結果を表 4 に示す。これによ
ると、災害廃棄物を含んだもののほうが一般
廃棄物よりも各コントロールすべき成分が下
回ることがあること。が報告されている。

また、斎藤ら 34) は、長期間海水にさらされ
てきた海岸付近の放置流木中の塩分濃度（600
度焼成残分）を測定した結果を報告している。
図 7 よると、放置流木の塩分は、樹皮に多く
含まれ、樹皮以降の表面から 10 ｍｍ以内、木
口から 20mm 以内の表面付近にのみ塩分が浸
透している。そして、液比 20L ／ kg の水浴
60 分にて粉砕流木全体の塩分含有率を 1％以
下にすることが可能であると報告している。

また、文献 35) は、付着する砂分、汚泥分に
よる、塩分吸着量の影響、残渣の増大、スラ
グ化による焼却炉の焼却工程への影響を懸念
していることから、脱塩と同時に砂汚泥洗浄
を行うことによって、一般廃棄物への混入量
を高めることが可能であると考えられる。水
分量が多くなり、焼却炉の潜熱負荷が処理能
力を下げる可能性もある。

以上より、焼却設備の余剰能力を完全活用
するために弊害となるボトルネック候補は次
であると考えられる。
・脱塩洗浄プロセスの処理速度（トン／日）
・脱塩後の可燃性災害廃棄物の含水率（％）
・上記に基づく、災害廃棄物の焼却設備の余

剰能力（トン／日）の算定

5.4　分別プロセスのボトルネック
通常の建設系の混合廃棄物のリサイクルに

おいては、さまざまな機械選別、洗浄、粉砕
工程以外にも、数十立米／時のベルトコンベ
アのまわりに従業員が何人もはりついて処理
する「手選別工程」がある。分別の品質を上
げたければ、ベルトコンベアのまわりの人員
を増やすか、速度を落とす必要がある。

被害 復旧

煙突 倒壊・煙道破損 仮復旧なら 1.5 ヶ月．更新による
本復旧なら半年から 1 年

クレーン 倒壊・故障 交換・修理により即復旧

タンク，ガス管 破損・漏洩 交換・修理により即復旧

電気集塵機 破損 交換・修理により即復旧

電気系統 破損 交換・修理により即復旧

焼却炉 破損・蒸気漏れ・建屋崩壊 仮復旧なら 1.5 ヶ月
本復旧なら半年から 1 年

最終処分場 目地・表層のクラック，配管破損 交換・修理により即復旧

その他ライフライ
ン・供給に関する
問題

停電・断水・道路分断・作業員の休
息場所・食事確保・燃料確保、薬品
など資材不足に停止

周辺環境に依存するが概ね 1 ヶ月
以内に稼働可能に

被害 復旧

煙突 倒壊・煙道破損 -

クレーン 倒壊・故障 -

タンク，ガス管 破損・漏洩 -

電気集塵機 破損 3 ヶ月より，ろ布交換

電気系統 破損 3 ヶ月

焼却炉 破損・建屋崩壊 3 ヶ月

最終処分場 目地・表層のクラック，配管
破損 -

その他ライフライン・
供給に関する問題

停電・断水・道路分断・作業
員の休息場所・食事確保・燃
料確保、薬品など資材不足に
停止

5 月下旬まで電源復旧
しなかったため，非常
用電源を仮接続して復
旧作業をすすめた

表 2　阪神淡路大震災時の廃棄物処理施設の破損と復旧速度 表 3　東日本大震災の廃棄物処理施設の破損と復旧速度（石巻広域クリーンセンター）

項目 湿重量（％）

紙類 0.6

繊維 3.8

プラスチック 1.4

わら 16.1

生木 37.1

樹皮 1.4

細塵（5mm アンダー） 0.6

建築木材 38.2

不燃物（金属・ガラス・陶器） 0.8

項目 乾重量（％）

紙類 5

繊維 11.2

厨芥 0

木草    10.1

プラスチック類 55.2

ゴム・皮革 0

その他可燃物 5.3

金属類 5.4

ガラス・石・陶器 0

その他不燃物 7.9

災害廃棄物 通常ごみ（雑芥） 通常ごみ（汚泥）

水分 % 30.1 8.5 96.6

灰分 %･dry 5.93 10.16 39.52

可燃分 %･dry 94.07 89.84 60.48

炭素分 %･dry 45.33 50.71 30.09

水素分 %･dry 5.52 6.54 4.5

窒素分 %･dry 0.55 1.13 2.6

酸素分 %･dry 42.36 30.58 22.98

塩素分 %･dry 0.26 0.79 0.12

硫黄分 %･dry 0.05 0.09 0.19

発
熱

実測高位 kJ/kg･dry 17500 23000 12500

kJ/kg･dry 16000 21500 11500実測低位

表 4　廃棄物の構成（左：災害廃棄物の構成   中央：一般廃棄物の構成   右：成分構成）
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これがボトルネックになっているかどうか
は現時点で手選別工程に関しての文献が見つ
からなかったため、判断できないが、拠点
となる焼却炉の一日の焼却能力は 100 トン～
500 トン程度である一方、中間処理場 1 個に
設置されるベルトコンベア型の手選別工程の
処理能力は 1 時間で数十立米（数 10 トン）、
つまり 1 日で数百トンと考えられる。以上よ
り、中間処理施設の個数が十分にあり、焼却
炉に十分な焼却予定の廃棄物が到達している
のであれば、手選別工程がボトルネックにな
ることはないと考えられる。

ただし、行政の災害廃棄物処理指針やその
参考資料においても、分別や適性処理のプロ
セスは自明のものとして割愛されていること
が多く 36)、大地震後の分別プロセスは、仮
置き場内、焼却炉周辺敷地内、既存の中間処
理施設が渾然一体となって実施されることか
ら、どこに時間がかかっているか、現場の人
間は熟知しているが、伝わりにくいポイント
である。特に、現時点の可燃性廃棄物は、塩
分だけでなく、土砂・汚泥が多く含まれてお
り、阪神淡路大震災の可燃性廃棄物と同列に
捉えられない。このため、汚泥分除去の前処
理に非常に長い時間がかかっていることがヒ
アリングされている。こうした管轄部署を超
えた施設の廃棄物種類別の処理能力をあらか
じめ把握しておくことでボトルネックは解消
されると思われる。

以上より、分別プロセスのボトルネック候
補は次であると考えられる。
・新設・既設の仮置き場、選別工場、焼却施

設周辺、中間処理場といった、中間工程を
担う施設の各種廃棄物別の処理能力の把握

（トン／日）

5.5　仮置場・収集・運搬プロセスのボトルネッ
ク
筆者は、今回の東日本大震災の仮置き場に

おいても、分別している仮置き場とそうでな
い仮置き場があり分別した仮置き場の方がそ
の後の作業計画が立てやすいとのヒアリング
を得ており、実際に、環境省のマスタープラ
ン 29) においても現場粗分別を推奨している。
しかし、塩竈市、名取市など、廃棄物量に対
して、受入れ速度を最優先する行政団体の中
には、分別しなくても受け入れているとの報
告がある 37)。これらの廃棄物処理方針の格差
は、廃棄物の広域処理や有効活用上あっては
ならないことであり、品質管理を確実に守ら
せるようにしなければならない。また、こう
した記事によると、分別を徹底しないのは、
どちらかというと廃棄物業者ではなく被災地
市民であるから、被災地市民の地震後の廃棄
物処理ルールを周知させることが極めて重要
である。また、こうしたトラブルは、自治体
間のゴミの分別ルールや越境禁止などの平時
の制度も起因していることから、仮置場や収
集における管理権限を自治体が持つのではな
くて、国が一括で持つようにした方が良いと
かんがえられる。これは、先の阪神大震災の
教訓を受けて、大震災直後の高速道路の通行
管理権限を国が持つとする法律と似ている。
同じようなスキームを、仮置き場をめぐる収
集・運搬行為全体にも整備すべきだと考えら
れる。

また、事前分別によってその後の効率がか
わりそうなことを考えると、やはり解体段階
である程度分別してもらい、仮置き場に収集・
運搬される際に、分別が徹底していない廃棄
物については仮置き場が拒否する、というこ
とを基本概念にした方が分別に対する個人や
解体業者のインセンティブも働き、迅速復旧
につながることはおそらく間違い無いだろう

と思われる。以上より、収集・運搬プロセス
におけるボトルネック候補は次であると考え
られる。
・ 解体現場・被災現場での粗分別（6 分類）

の徹底を踏まえた収集を行う
・被災住民の災害廃棄物の粗分別ルールの教

育・ルール化
・仮置場、収集、運搬行為における最高管理

権限を国家とする法整備と周知

5.6　埋立てプロセスのボトルネック
埋立てプロセスにおいて、問題になってく

るのは、処理速度ではなく、我が国全体で見
た時の慢性的容量不足にある。

図 838) に 示 さ れ る よ う に、 我 が 国 の 最 終
処 分 場 は 常 に 逼 迫 状 態 に あ り、 現 時 点 で、
22,467 千トンあると言われる東日本大震災の
災害廃棄物を全部最終処分してしまうと、日
本全体の 4 年分の最終処分量に相当すること
になる。また、岩手、宮城、福島三県の最終
処分場の残余量と廃棄物量を比較すると、最
終処分物の単位体積重量は実績率、密度を考
慮して概ね 1.0 ～ 1.5 として丁度一杯になっ
てしまう量である。どのような災害廃棄物が
出たとしても、我が国では、それを全量最終
処分（埋立て）することは、困難であるから、
可能な限り簡便に高品質に分別回収し、リサ
イクル方法を考えなければならない。つまり、
埋立てプロセスのボトルネックは慢性的な容
量不足で、この解決のために、収集・運搬、
分別プロセスと後述する再利用プロセスにお
けるボトルネックに大きく依存する。

5.7　再利用プロセスのボトルネック
阪神・淡路大震災における災害廃棄物処理

を報告した文献 27 においても報告のある通
り、施設が稼働し、被災地の復旧作業時の商
品としてのニーズが多く有れば、再利用製品

図 7  トドマツ流木および塩分浸透させた生木の灰分（600 度焼成残分）含有率とチップ化した流木の脱塩効果

形成層からの深さ (cm)
Position from cambium

木口からの位置 (cm)
Position from cut suface

時間 ( 分 )
Time (min)
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として利用されていく。図 9 に、阪神淡路大
震災の時の再利用方法と量を示す。再生用途
として、道路路盤材の嵩上げとして使われた
他、海面埋立材として利用された。また、埋
立用途として、フェニックス最終処分場の埋
立てに使われたた。このことから、実質的に
は、不燃性のがれきのうち、93％が海面埋立、
7％が再生路盤材になったことになる。

このような事実から考えても、東日本大震
災においても土地の造成や埋立に用途の多く
を委ねる可能性が高いかもしれない。

5.8　広域処理プロセスのボトルネック
広域処理において、宮城県のがれきを北九

州に運搬したら、1 トンあたり 18 万円の輸送
費がかかったという報道 39) があるように、広
域処理においてもボトルネックはあるものと
考えられる。特に、広域処理の最大の目的は、
広域化によって、災害廃棄物の処理速度を早
めることであるから、稼働率が過負荷になっ
ている被災地域での分別や前処理は極力避
け、受け入れ側で、災害廃棄物をそのまま受
け入れ、負担すべきと考える。

また、広域処理は大量一括輸送が当然であ

り、それを考慮しないでやれば税金の無駄遣
い以外の何者でもない。環境省は輸送コスト
−輸送効率−環境負荷の問題についてはすで
に環境白書にて比較の上で適材適所の輸送方
法を投入するように提言 40) している。図 10
によると、輸送コストは概ね 1/6 程度である
ということである。ただし、この数字は、内
陸の荷揚げ、荷降ろし地点までの車の輸送を
考慮してこの値になっており、海岸部にある
焼却施設になるともっとコストは変わってく
る。また、船舶は規模の経済効果が効くため、
例えばバラタンカーだと、最低でも 3 千トン
以上の積載容量をほこることから、コスト上
の戦略を考慮すればまだ下がる可能性があ
る。本来は、このように、広域処理はマスト
ランスポーテーションの国家的戦略と組み合
わせなければまったく効率化されないのが当
然であるが、震災復旧時にそれができていな
いのが本当の問題である。ちなみに、現在の
ダンプをつかった廃棄物収集運搬であると、
ダンプの運転手としては、1 日最低でも往復 3
往復したいところだろうから、勤務時間から
考えて、焼却場からせいぜい 60km ～ 80km
の範囲のがれきしか収集に行けない。これに

対抗してコストパフォーマンスが取れる船舶
輸送距離だと、360-480km。せいぜい被災地
から南は関東、北は北海道が妥当な範囲だろ
う。放射性廃棄物の問題もあり、 廃棄物の
積み替えが難しいことも推測されるが、 災
害時には、 廃棄物問題における大量輸送方
法の安全で堅実な体制が強く望まれるはず
である。

6.　震災廃棄物の復旧処理にかかわるシミュ
レーション
前節までの議論に基づき、災害廃棄物の処

理に際して、ボトルネックが何で、実際にど
れくらいの処理年数がかかるのかをシミュ
レーションによって検証した。まず、可燃物・
混合可燃物の総量を、全体の岩手・宮城県の
災害廃棄物総量（現時点）の 1/3 として 660
万トンとした。焼却炉は、東北 5 件の実在に
する焼却炉の位置と処理能力を入力し、被災
による処理能力の低下はないものとする。ま
た、仮置き場兼選別工場を、衛星画像から得
た津波被災地域の空地に主要道路を中心に x 
km 間隔で設置した。この際の設置間隔 x は、
図 11 に示すように設置する仮置場兼選別工場

図 8　我が国全体および震災三県の最終処分場の残余量
図 9 阪神淡路大震災における災害廃棄物処理方法

図 10　福岡県～東京都間輸送時のモード別輸送時間・
費用・CO2 排出量の試算（自動車を 100 とした場合）

図 11　仮置き場兼選別工場の設置数と分布
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の設置総数による。ここで重要なのは個数で
はなく、一年間で処理できる処理能力である。
このシミュレーションでは、仮置き場兼選別
工場が、一年間に分別処理できる処理能力を、
現地調査に基づくストックヤード大きさから
年間 1.8 万トン（60 トン ×300 日）の中クラ
スと年間 9 万トン（300 トン ×300 日）の大
クラスがあるとした。

次に、前節までであげたボトルネックにつ
いて、最終処理場は逼迫しているものとして
不燃物は当面焼却場あるいは海岸近くの仮置
き場に置いておいてよいものとし、広域処理
は全くできない状態とした。状態としては、
広域処理はできないが、焼却炉がフル稼働で
きる、最終処分物もとりあえず現場に置いて
おいてよい、但し、仮置き場兼選別工場は稼
働していて、復旧は、仮置き場のがれきが 0
になったときとする。

このケーススタディにおいて、仮置き場兼
選別工場の設置個数によって復旧年数がどれ
くらいかかるかをマルチエージェントを用い
たシミュレーションシステムを使って試算し
た。

その結果を図 12 に示す。仮置き場の個数
が増えるに従い復興年数が少なくなり、ボト
ルネックが仮置き場の年間処理量に大きく
依存することが明らかになった。また、各焼
却炉の処理量は各年で最大処理量に達してお
らず、焼却炉数を増やしても復旧年数ほとん
どかわらない。仮置き場の分別工程の速度が
ボトルネックになっていることがあきらかに
なった。

7.　災害復旧における災害廃棄物処理のための
グランド・デザインの議論
以上より、災害廃棄物に関して、既存の研

究や推定にかかわるモデルの利点と欠点、阪

神淡路大震災と東日本大震災の比較を通じて
見えてくるボトルネック、そしてそれを踏ま
えたシミュレーションによる結果を論じた。

これらを踏まえて、今後、災害復旧をする
上で、災害廃棄物処理のために見えてくるグ
ランド・デザインとは何か、必要なものとは
何かについて下記整理する。

7.1　災害復旧年数をどのように設定するべき
か・震災復旧指標の重要性
災害復旧にはあまり長い時間をかけず、短

期間のうちに十分なお金、人材、設備を用意
し、集中的な回復を目指す。かかった時間は、
実際、阪神淡路大震災では災害廃棄物の処理
完了まで約 2 年であったし、様々な議論を経
て、災害救助法に基づき、仮設住宅の居住期
間が 2 年となっていることも考慮して、大規
模地震からの復旧においては、その規模によ
らず、２年以内での完了を目安にするのが妥
当ではないかと考えられる。しかし、阪神淡
路大震災でもあったように、災害復旧が遅れ
た地域であると、居住期間が 2 年では足りな
い場合もある。こうした事態に対して、阪神
淡路大震災、東日本大震災では、特別な措置
ということで仮設住宅の居住期間の延長を認
める方針をとってきた。しかし、このような
個別判断は、仮設住宅民に混乱やぬるま湯的
な思考をもたらし、「どうせ居住期間は延長
される」という意識が残ることで、被災地そ
のものの復興を阻害する。また、中央防災会
議において指摘されているように、震災復旧
中における復興景気はあくまで国庫財産の放
出であり、実質的な日本の経済が好転してい
るわけではない。

しかし、被災地域においては、働かなくて
も現金がもらえるという「生活保護体質が固
定化している」との報告もある。

こうした意味においても、本稿で提案した
災害廃棄物の推定量の修正率を基準とした災
害復旧指標を導入し、これを行政、被災民を
含めた国民全体が共有することで、復旧状況
が意識され、復興行政の効率が高まるものと
考えられる。

7.2　事前に災害廃棄物のための準備をどのよ
うにするべきか

(1) 地震のための準備段階
・被害想定の設計手法
　そもそも大規模規模と頻度にはおおまかな

関係があり、Gutenberg-Richter 則に従う。
図 13（USGS の地震データベースより筆写
作成）のマグニチュード−頻度分布の示す
ように、1973 年より現在までに発生した
地震の最大マグニチュードは 9.1 であるが、
発生確率という観点では、ある程度の精度
で確率分布曲線が把握できており、我が国
に被害をもたらす地震の発生確率について
もここから推定できる。1 万年に一度なら
GR 則から想定される規模と頻度の関係から
想定される。想定される最大地震のケース
スタディをするだけでなく、人類の歴史を
考えた時にある地域で 1 万年に 1 度程度の
地震についても、ケーススタディにいれた
検討をした方がいいように思われる。

・災害廃棄物の精緻な予測とモデル化。
　特に、地震による種類別排出量だけでな

く、津波による土砂・汚泥堆積量、津波に
依る海外流出量を含めた種類別空間分布の
推定を行なっておく必要がある。また、一
般焼却炉の使う場合の実質スペックの計算
手法や復旧速度のボトルネックとなる仮置
き場、選別場、焼却場においての、前処理、
後処理の速度評価（洗浄、手選別、除塩、
リサイクル率の過度の向上）のモデル化、
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これらの廃棄物の構成ではなく、実際、可
燃物でも木材、水分、塩分、汚泥分などが
どれくらいの混合比になっているのかの推
定モデル、津波により修理が必要な被災施
設の修理速度についてのモデル化について
も今後必要とされる。

・3.2(2) に示したように、がれきの推定量が
精緻化するのはダンプによる台貫か、測量
に体積計測しかない。コスト、速度の観点
から言って、台貫を早期に使って仮置き場
に持っていくことが結果的に災害廃棄物推
定量を正確にする上でとても重要。従って、
災害廃棄物の推定量に基づいて、仮置場の
予定地を具体的に設定し、ここに普段は使
わないが臨時で使う台貫を設置しておくこ
とが極めて重要である。また都市部におい
て、仮置き場となるスペースの確保が難し
い場合もあるが、公園、グラウンドなどの
公共地以外にも、私有地であるガレージ、
あるいは一部の道路を積極的に活用できる
ように計画を立てておく。

・また、災害廃棄物の収集運搬に関しても、
周辺仮置き場、施設管理・運用の最高権限
を国家とし、自治体を超えた収集・運搬。
受け入れ行為を弾力的に行えるように法整
備をする。また、仮置き場での災害廃棄物
受け入れのための粗分類についても産廃業
者・市民に共通する国家統一ルールとして、
教育・周知活動をしておくことも重要であ
る。

・津波被害が起きる可能性のある災害廃棄物
処理施設の非常用電源の十分な準備が必要
である。原子力発電所だけでなく、廃棄物
処理施設についても、近年の基準で建設さ
れた施設については地震への対応は十分で
あると考えられるが、津波への対応につい
ては考慮されていない。地震で被害が軽微

であっても津波の被害は電気系統に大きな
ダメージを与えることから、復旧速度を早
める意味でも、災害廃棄物処理施設の非常
用電源の十分な確保は必須であると考えら
れる。

・災害廃棄物の広域処理のコストパフォーマ
ンスに基づくお願い範囲の自治体を決めて
おく。自治体によって広域処理で効率化で
きる「広域」の範囲は全く違う。内陸なら
貨物列車でもない限り、あまり広域化でき
ないし、湾岸なら広域化しやすい。輸送費
用を比較し、仮置き場などの配置ともに事
前に、 自治体を超えた収集網と処理網の
構築と依頼範囲をを決定しておくことが望
ましい。

・震災復旧指標の導入
　災害廃棄物の修正率変化量の収束レベルで

復旧局面を決定する。

(2) 地震発生直後の対応（救助活動時期）
インフラ系（道路、電車、上下水道、電気

など）だけでなく災害廃棄物系施設（仮置き
場、焼却炉、中間処理場、最終処分場）各種
能力の確認。必要に応じて修復指示（最長で
も半年で回復する）

行政から、指定しておいた仮置き場への搬
入開始を宣言し、粗分類ルールにのったもの
のみを受入れることを周知する。

あわせて、仮置き場にて、台貫による災害
廃棄物の重量測定・記録と分別保管をどんど
ん開始する。

(3) 復旧活動初期の対応
当初推定量の 1/4 程度の廃棄物処理（焼却、

リサイクル、埋め立て含む）の発注
過大評価である当初の推定量をもとに、廃

棄物処理の業務委託入札を開始してしまう

と、過大推定によって処理コストが過剰にか
かりすぎてしまう可能性があるので、震災直
後に、廃棄物分布をもとに、推定量の 1/4 の
廃棄物処理を全 体 を 取 り 仕 切 る 一 括 型 の 行
政権限で早急に個別発注する。これにより仮
置き場から処分場に至る廃棄物処理の全体的
なワークフローを社会全体で稼働させ、自治
体のルールに縛られず、 かつ自治体がその
代行を行うような枠組みをとらせて、問題
点を早急に発見させる。

ワークフローが稼働することによって災害
廃棄物の実測も早まり、その後の対応時期も
早くなる。この過程で、必要に応じて処理施
設の増強や広域処理のシナリオを、ある程度、
もっておく。特に現時点であまりわかってい
ない混合廃棄物の分別プロセスの時間−コス
トの関係については今後、実測し予測で来る
ようにしておくべきである。

(4) 復旧活動中期の対応
災害廃棄物の処理推定量の下方修正が増

え、修正率の変化が低下しはじめた頃の災害
廃棄物量が、だいたい正確な廃棄物量よりも、
2 ～ 3割程度多いと考えて、この数字をもとに、
具体的な廃棄物処理の業務委託・発注を行い、
必要に応じて処理施設などの増強・新設計画
を実行する。

8.　おわりに
以上により、災害廃棄物（がれき）の発生・

処理における予測、ボトルネック、復旧のシ
ミュレーションについて論じた。

とくに地震、津波による災害廃棄物は今後
も多くの国に不利益をもたらす。シミュレー
タの精緻化、経験のデータベース化をさらに
進めることによって世界中の多くの地域の
人々をより安全に安心に生活できるように導
けることから、今後も継続的に研究を重ねて
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いく所存である。そのためには、異なる文化
圏で異なる構造物の倒壊や道路閉塞など、各
地域に応じた考え方をどのように整理して載
せていくのかもあわせて理論を構築する必要
がある。
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Abstract

It is often emphasized that disaster waste has to 

be removed and treated as soon as possible, so as to 

enable early restoration of damaged areas. Though 

there are general sympathy and support to this claim, 

it is not clear why disaster waste must be treated within 

three years, which is the target decided by national 

government. In this section, possible interactions 

and linkages between disaster waste management 

and restoration planning are examined, reflecting 

interviews of sufferers in disaster areas. Possibilities 

and challenges in recycling of Tsunami debris as 

construction materials for reconstruction works are 

also discussed.

1.　はじめに
被災地の復旧、復興のために、大量の災害

廃棄物の迅速な処理が必要であることが繰り
返し述べられてきた。しかし、なぜ迅速な処
理が必要なのか、災害廃棄物の処理が遅れる
と、復旧・復興にどのような点で障害がある
のかについては、必ずしも十分には整理され
てきていない。とくに、広域処理の必要性、
合理性をめぐる議論において、発災後3年とい
う時限の妥当性など、災害廃棄物の処理計画
と復興計画との具体的な関係も論点となって
きた。

そこで本稿では、復旧・復興のために１日
も早く瓦礫を処理するべき、という被災地支
援の一般論から敢えて一歩引いた視点から、
復旧・復興と廃棄物処理の関係について、災
害廃棄物の復興事業における活用可能性も含
め、可能な限り具体的に整理を試みる。

2.　被災地におけるニーズ
環境省は、広域処理の必要性を訴える広報

活動の一環として、被災地の住民の声をイン
タビュー形式で収録し、ホームページに掲載
して公開している1)。公開された岩手県、宮城
県の津波被災地の住民計58名のインタビュー
を視聴し、述べられた意見の中から、復旧・
復興と災害廃棄物の早期撤去、処理に関連す
る主な意見を抽出して要約し、分類・整理を
試みた。

1)　災害の記憶としての瓦礫の存在
•	膨大な量の瓦礫の山の存在から自然の猛威、
無力感を感じる。

•	津波、被災直後の悲惨な状況を思い出す
•	子供や老人、津波を思い出す。
•	散らばったものは集積されたが、それが減

らない、目に見えて爪痕が残っている。
•	瓦礫は思い出が詰まったものであり、ただ
廃棄物として扱われることには抵抗感があ
る。

•	生活の場であったところにがれきが山積み
になっている現実。

•	街はきれいになったが山は減らない。
2)　将来への不安の象徴としての瓦礫の存在
•	瓦礫を見ることで前に進もうという気持ち
を萎えさせる。

•	瓦礫の行き場がないことは被災者の行き先
もないことを感じさせる。

•	被災地だけでは処理できないと聞いている。
瓦礫に埋もれたままになるのではないか。

•	商店や住宅の再建がはじまる中でがれきが
減らないことが心の足かせ。

•	市街地からは撤去され目にすることはない
が、復興の先行きが見えない。

3)　復興にかかる時間の長さの象徴
•	処理が進まないことが復興に時間がかかる
ことを予期させる。

•	復旧は思っていたより早いが瓦礫処理は進
んでいない。

•	発災後、時間がたっても撤去作業が行われ
ていることの不安感。

•	時間が早く経つ割に街の光景が変わらない。
•	中心部以外の地区からの撤去の遅れ。
•	工場など大型建造物の未解体。
•	まだ解体されていない建物があり集積量は
増える一方である。

•	瓦礫の処理で足踏みするのではなく、復興
の次のステップに進むことへの期待。

•	街の再興には数十年単位の長期間がかかる
としても瓦礫の処理が進めば復興につなが
る期待感。

4)　産業、街の復興との関係
•	復興に時間がかかれば廃業につながりかね
ない。工場の建設の支障を取り除いてほし
い。

•	観光地への県外からの来訪の早期再開のた
め撤去が必要。

•	早く整地し、安心して買い物ができる商業
地、的を絞った復興。

•	新しい街づくりをはじめたい。
•	仮置場が将来の住宅用地である。
5)　仮置場などの位置に起因する課題
•	観光地の一角に積まれている場合がある。
•	学校やその近隣が用地となっており、片づ
かなければ再開できない。

•	商店街の近くにも瓦礫の山がある。
•	何カ所も置き場があり、買い物の際にも目

にする。
•	高台にあがると見える、道路脇に見える。
•	被災地居住ではないが通勤途上で目にする。
•	車での移動中には山を目にすることがある。
6)　安全・衛生上の課題、子供への影響
•	撤去作業中における粉塵などの健康上の心
配。

•	子供の生活環境。
•	通学路、いい空気になってほしい。
•	大人はよいが瓦礫の側を通って通学する子
供に心理的な影響。

•	夏場に向けた悪臭。
•	作業車両の出入り、安全面。

これらの声から、瓦礫の存在やその撤去・
処理の遅れが、復興への不安につながってい
る状況や、瓦礫の仮置きや処理が現在の生活
に影響を与えている状況が読みとれる。限ら
れた数のインタビューに基づくもので客観性
が十分ではないが、現在の生活との関係の指
摘については、仮置場の位置と生活の場所と
の関係に起因する地域差があると考えられる。

産業や街の復興への言及もみられるが、瓦
礫と復興との直接的な関係については、住民
からはそれほど語られていない。これは、復
興計画についての具体的な情報が住民に伝わ
る段階以前、あるいは計画自身がまだ具体化
していない段階であるためと考えられる。瓦
礫自身が復興の妨げになっているか否か、と
いう視点ではなく、瓦礫の処理が迅速に進ま
ないならば、その後の復興が進まないのでは
ないか、という不安があることへの理解が必
要であろう。

一方、環境省が広域処理の広報活動の一環
として設けたQ&A2)では、復興との関係につい
て、
•	瓦礫のほとんどは、仮置場に運びこまれて
いるが、状況は自治体によってさまざまで
あること

•	仮置き場をさらに確保することが地形的に
難しく、瓦礫が山積みされ、火災の危険性
が高まっている自治体もあること

•	町有地のほとんどが山林であるために限ら
れた民有の平地に仮置き場が設置されてい
る自治体もあること

•	こうした自治体では、大量の瓦礫の存在自
体が復興事業のさまたげになっていたり、
ひいては経済活性化のための企業誘致が滞
る要因にもなっていること

が述べられている。この回答でも、民有の平
地が仮置場となっている場合には、がれきの

4.2　復旧・復興計画との関係からみた廃棄物処理
Interaction between Disaster Waste Management and Restoration Planning
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存在自体が復興事業の妨げになっていること
を提示しているが、裏を返せば、がれきの物
理的存在や空間的占有が復興事業の直接の妨
げとなっているのは一部に限られ、状況は文
字通り自治体によってさまざまである。

災害廃棄物の早期処理は必要だが、それを
行うことだけが被災地のニーズではなく、そ
の先の復興の見通しを得ることに、より切実
なニーズがあると考えるべきであろう。

3.　災害廃棄物と復旧・復興との直接的関係
このように、災害廃棄物処理を復旧・復興

に役立ていくためには、災害廃棄物の早期処
理が復興支援に必要という総論で思考停止す
るのではなく、両者の関係をより深く読み解
く必要がある。被災地での現地調査や行政担
当者からのヒアリングに基づき、課題を以下
の3項目にまとめる。

3.1　用地問題および施設周辺への環境影響
第2部の別報で詳述したとおり、被災現場

から災害廃棄物を撤去して処理処分するまで
の一連の過程では、被災地区ごとの一次仮置
場と、市町村ないしブロックごとに設置する
１~数か所の二次仮置場、さらにその後の処理
処分施設が必要で、そのための用地の確保が
必要となる。こうした用地は通常はあらかじ
め用意されてはおらず、今般の災害では公共
用地の転用や私有地の借用によって賄われて
いる。公共用地の場合であっても、港湾用地、
運動施設、防災林用地などの各々の元来の使
用目的があり、災害廃棄物処理のために長期
間の使用が困難な状況も生じうる。災害廃棄
物処理に要する期間を短縮しなければならな
い要因の一つは、集積、処理に要する用地の
長期占有による問題である。

また、平時から廃棄物処理施設は迷惑施設
ととらえられており、仮設住宅も含め、周辺
に生活の場がある場合には、仮置場の悪臭、
破砕・選別による粉塵の飛散、焼却による大
気汚染など、災害廃棄物処理施設に起因する
環境影響が重要な課題となる。特に一次仮置
場は処理前の生の瓦礫が集積されるため、生
活の場に近い場所しか確保できない場合には、
二次仮置場への搬出によって早期に解消する
ことが求められる。

土地の占有の問題も、環境影響の問題も、地
域ごとの仮置場や処理施設の立地状況によっ
て事情が大きく異なるが、復興事業の直接の
妨げになりにくい場所を災害廃棄物処理のた
めの用地として早期に選定、確保することが、

復興への悪影響を減ずるうえで重要であろう。
但し、復興後の土地利用計画は被災状況をふ
まえて策定されるであろうことを考えると、
発災前にあらかじめ災害廃棄物の仮置きや処
理のための用地の候補を用意しておくことが
現実的かどうか、さらに検討が必要である。

3.2　復興資材としての瓦礫の再生利用
用地問題は災害廃棄物処理と復興事業との

間でコンフリクトを生じる関係であるのに対
し、両者の間でのポジティブな関係を築ける
可能性があるのは、選別した災害廃棄物を復
興資材として再生利用することである。現地
調査の報告で触れたとおり、災害廃棄物の分
別・選別によって再生利用可能な資材を得る
ことは、廃棄物の焼却処理や埋立処分の負担
を軽減する効果があり、得られた資材を復興
に活用できれば一石二鳥の効果がある。

コンクリートがらは既に大部分が再生利用
されているが、津波被害特有の事情として、
土砂については、木材などの夾雑物との十分
な選別分離が困難で、地盤の嵩上げなどの復
興資材としての利用が可能な品質水準を満た
さない場合があることが、技術面での課題で
ある。

単なる資材利用としての再生利用にとどま
らず、被災の記憶を将来に受け継いでいくた
めに、積極的に瓦礫を再生利用することを前
面に立てた復興事業も提案されている。多重
防御のための防災林や防潮堤、公園への築堤
などがその例である。また、表土流出や地盤
沈下した土地の客土に津波堆積物を資材とし
て利用する提案もなされている。いずれにし
ても、安全性確保と、復興事業に果たす象徴
的な意味とをバランスよく両立させていくこ
とが課題である。

災害廃棄物を復興資材として再生利用する
際のもう一つの重要課題は、処理と復興との
時間的、空間的関係である。地域ごとに事情
は異なるが、今般の災害廃棄物処理の現状と
計画では、復興事業に利用可能な資材が供給
されるのは発災後１~3年後が中心であろう。
この時期にその近くで復興事業が同時に行わ
れれば好都合であるが、実際には両者の時期
が必ずしも一致しないため、資材の在庫を貯
蔵する場所や需給調整が必要となる。一自治
体にとどめずに複数の自治体間での広域流通
が可能となれば総量での需給がバランスしや
すくなるが、需給調整はより複雑となり、需
給時期のずれによる在庫管理のための用地確
保等の問題が発生する。こうした課題は、別

報3)のシミュレーションモデルの今後の展開に
期待したい。

3.3　行政主体・制度面からみた関係
一般論として、行政機構においては、復旧・

復興の計画と廃棄物の処理とでは、担う部局
が異なる。平時であれば災害廃棄物の処理は
市町村が担うが、今回の大災害では、被害規
模が甚大であり、多くの市町村が処理を県に
委託している。さらに、処理の実務は県が発
注した事業者が担う。また、財政的支援は主
に国が行っている。こうした構造の中で、関
係主体が多岐にわたり、用地問題における復
興計画との関係においても、復興事業におけ
る再生資材としての利用においても、情報共
有がなされにくく、協議、許認可などの手続
きが錯綜することも考えられる。部局間の横
の関係（いわゆる縦割り問題）、国、県、市町
村という垂直構造の両面で平常時から行政機
構が抱えてきた問題点が制約となることが被
災地の当事者の声から感じとれる。そうした
中で、前例のない革新的な提案を実現してい
くことには障害もあるが、災害からの復興と
いう共通の目標が、平常時の課題の改善に良
い方向で作用することを期待したい。

4.　結語
筆者らが属する都市工学専攻は、都市計画

系、環境工学系から構成されており、被災地
の復旧・復興計画の策定、災害廃棄物処理の
両面から専門分野をカバーしている。今後の
復興過程をさらに長期にわたって追跡しなが
ら現地への助言を行い、災害廃棄物処理と復
興とがより良い関係で進むことに貢献するこ
とが本プロジェクトを提案した者としての使
命の一つである。
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Abstract

We learned a lot of lessons on disaster waste 

management from experiences after the Great East 

Japan Earthquake. We in Japan, where other large-

scale earthquakes may take place in the near future, 

have to be better prepared for post disaster responses 

in waste management, and we should avoid same 

failures and inefficiencies. In this article, participants to 

the project summarize their reflections and proposals 

towards better and more robust responses for disaster 

waste issues.

1.　緒言
東日本大震災については、発災から間もな

い時期の緊急調査を含め、さまざまな学術分
野で調査が進められてきた。その規模の大き
さゆえ、全容を記録し、将来へ受け継いでい
くことは容易ではない。各々の専門分野に携
わる者が果たせる役割の一つは、その分野で
得た教訓をまとめ、将来の災害に対する対応
力の強化につなげていくことであろう。GCOE
プロジェクト「都市空間の持続再生学の展開」
の活動の一環として「災害廃棄物問題への初
動対応の検証と中長期的な問題対応力改善へ
の提言」を提案し、実施してきたのはそうし
た動機からである。

この活動では、災害廃棄物処理の現場の調
査、関係者からのヒアリング、行政資料の分析、
シミュレーションモデルの構築、インターネッ
ト上での意見交換などの幅広いアプローチを
用いて、大規模災害時の災害廃棄物処理の課
題を掘り起こすことを試みてきた。発災から
約 1 年半が経過した現時点は、発災から 3 年間
という政府の処理完了目標期間の折り返し点
にあたる。処理完了までには新たな難題に直
面することもありうるし、現在進行形で処理
が進められている段階で、課題を総括するこ
とは時期尚早であろう。とはいえ、今後の処
理完了に向けたこの問題への対応において短
期的に反映しうる事項も含め、かなりの知見
が集積、集約されてきている。本報告はいわ
ば中間的なとりまとめとして、災害廃棄物処
理問題への対応力改善のための主要課題を要
約するものである。

2.　対応力改善のための具体的な課題
2.1　初動対応における課題
(1) 緊急時における科学的、専門的知見の貢献

可能性
第 1 部で紹介した廃棄物資源循環学会タスク

チームの活動にみられるように、今般の災害

廃棄物問題においては、初動対応から専門家
による活発な関与がみられた。国の廃棄物行
政を環境省が担い、その所管下にある国立環
境研究所、地方環境研究機関などの専門家が
学会タスクチームと表裏一体となって活動で
きたことは、専門家の知見を現場での行政的
対応に活用するうえで好条件であったと当事
者の一員であった筆者は自己評価している。

しかし、一般論として、発災後の初動にお
いて、こうした良好な関係が成り立つとは限
らない。平時において、科学的、専門的知見
は時間をかけて慎重に評価したうえで実社会
での対応に活用されるのが通例であり、緊急
時に専門的知見をどのように集め、活用して
いくことが適切かの検討は不十分である。そ
の際、集約する知見の知的財産権からみた帰
属はどのように扱うべきか、専門分野の境界
領域において、どの機関がリーダーシップを
とるべきか、といった問題も生ずる。後者に
ついては、平時からの学際的な交流や機関の
間での交流の実績がなければ進みにくいだろ
う。筆者自身の所感としては、発災後の初動
期は個人間の人的ネットワークに依存しがち
で、それ自身は有効に機能していたが、それ
に依存することは脆弱な面があるだろう。

一方、専門的知見をもとに個人として貢献
する意欲や能力を持っていても、それをどの
ような経路、機関を通じて発揮しうるのかが
明確になっていなければ、その機会を失うこ
ととなる。インターネットをはじめとする情
報通信手段が高度に発達した現在、SNS の活
用も含め連絡手段は豊富に存在する。急を要
する状況下での専門的能力の結集については、
俗にいう「仕切り」の問題に帰着すると思わ
れる。専門分野で非常時の対応についてあら
かじめ検討を深めることは可能であろう。

(2) 現場支援における伝達経路
初動対応においては、自衛隊、他自治体から

の応援部隊、ボランティアなど多様な主体が
被災地で活動する。初動の瓦礫の撤去の段階
では、ボランティアへの情報提供も意識して、
分別方法の情報や安全上の注意事項を記した
情報が現場に届けられてきた。しかし、権限
や責任が明確になりにくい中で、そうした知
見や助言を誰が誰にどのようなルートでどの
時期に届けるのが適切なのかは自明ではない。
とくに、初期においては、人命救助、遺体捜索、
道路確保、衛生状態確保などの優先事項の十
分な考慮が必要である。有難迷惑になっては
ならない状況下で、専門的知見が効果的かつ

タイムリーに活用されるための伝達方法、伝
達ルートを明らかにしておくことが今後に備
える上での重要事項の一つである。

2.2　発生量推計等の処理計画上の課題
災害廃棄物の発生量の正確な把握が、その

後の処理計画の立案や処理の実践において重
要であることは論を俟たず、本誌の諸報でも
再三触れている。発生量の推計は、被災地域
の範囲と被災の程度、それに応じた災害廃棄
物の発生原単位から求めるのが通例であるが、
被災の程度の詳細な把握は短期間では容易で
はない。今回の震災では、浸水範囲を全て解体・
撤去と想定した結果、発生量を過大推計する
例もみられた。発生量を過小推計すれば、施
設の容量が不足して処理の遅滞を招き、過大
推計すれば、過剰な設備投資による無駄を生
じる。かといって精緻な推計は初期には困難
であり、今回も行われたように、時間の経過
とともに随時見直すことが現実的である。

そのため、処理計画の立案、実行においては、
発生量の初期推計には大きな不確実性が伴う
ことを折り込む必要がある。このことは、あ
らかじめ計画に基づいて予算を確保し、立案
時に計画したとおりの予算執行を求められが
ちな行政事務とは対立しがちである。その対
立を解くためには、柔軟な見直しを行うこと
が、結果的に無駄を減らし、費用対効果の高
い対応が可能となることを示していく必要が
あるだろう。

　
2.3　仮置場などの用地確保に関する課題

一次仮置場、二次仮置場の用地確保の問題
については、被災地の復興計画との関係にお
いて別報で既に述べたが、今後起こりうる他
地域での大災害を念頭において考察しておき
たい。災害廃棄物の仮置きや処理に要するス
ペースの制約について、今回の震災ではリア
ス式海岸で平地が狭小という地勢的な事情が
寄与していることが指摘されてきた。しかし、
都市化が進んだ地域においては、多くの場合、
災害発生時に廃棄物の集積場となるような場
所が確保されているとは言い難い。今回の震
災ですら、限られた候補地の中から、適地の
選定を進めざるを得なかったと考えられる。

わが国において、地震をはじめとする災害
リスクを負っている地域には、今回の被災地
よりもはるかに高密度に人工物の集積した大
都市が含まれている。高密度に集積が進んだ
都市では、瓦礫の発生量がさらに多く、かつ
廃棄物の集積のための土地の確保がより困難
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であることが予想される。都市に集積した建
造物の情報をもとにした災害廃棄物量の推計
手法開発が進んでいるが、今回の震災での瓦
礫の実績量との対比から推計精度をさらに向
上したうえで、今後予想される災害への対処
における活用が望まれる。

予想される大量の災害廃棄物への対処のた
めのもう一つの備えは、瓦礫の集積場の不足、
言い換えれば都市空間の冗長性の不足に対す
る対処である。瓦礫の集積場所とすることを
目的に、あらかじめ場所を確保しておくこと
は、これまでの都市空間の計画の常識に反する
かもしれない。一方、過度の効率化、機能性
の追求の中で、ゆとりや冗長性が失われてき
たとすれば、都市空間の再構築において、大
規模災害時の緩衝空間を計画的に確保してお
くことにも一定の合理性が成立しうるだろう。
今般の震災では、仮設住宅用地の不足にも直
面してきたが、こうした緩衝空間が、万一の
災害からの復興を迅速、円滑に進める上でも
有効であろう。なお、今回の災害では海上輸
送が活用されているが、地勢的条件が異なる
場合に、輸送がボトルネックとならないかど
うかの検討も行っておく必要がある。

2.4　災害廃棄物処理における技術的、制度的
課題
今回の災害廃棄物処理では、早い段階から

分別、選別の重要性が指摘され、実践されて
きた。但し、地域ごとの条件、とくに一次仮
置場の空間的制約から、一次仮置き段階での
分別、選別が困難な地域も存在する。マスター
プランで共通の方向性を示しつつも、地域の
おかれた状況に応じた対応が必要であろう。

一方、そうした地域性とは別に、行政主体
や実際の事業主体が異なるために、本来共通
化、共有化されてもよい事項に関して、処理
方式の地域差がみられる場合もある。処理の
進行に地域差があるため、先行する地域で得
た知見・経験で他の地域に反映可能な事項は
少なくないだろう。事業の実際の担い手が企
業や共同企業体であるための制約はあるが、
公益性、公共性が高く即応性が求められるこ
の種の事業において、競争性を損なわない範
囲での協調が必要ではなかろうか。

処理技術における具体的な課題については、
既に第２部で述べており、ここでは詳述しな
いが、津波による沿岸部の被災であったこと
に特徴づけられる課題が多い。木屑と土砂や
泥の分離、塩分の除去はその端的な例である。
なお、制度面とも関連するが、災害廃棄物が

一般廃棄物に区分されるのに対し、廃棄物の
性状は、むしろ平時には産業廃棄物に区分さ
れているがれき類や建設混合廃棄物に類する
ものが多い。一般廃棄物は市町村、産業廃棄
物は都道府県という行政上の区分や、一般廃
棄物処理、産業廃棄物処理を担う事業主体の
相違が、災害廃棄物処理において阻害要因と
なっていないかどうか、点検が必要であろう。

市町村、複数の市町村からなる事務組合、
都道府県、国という階層構造の中での役割分
担と、縦割りになりがちな部局間の分担は、
平時からの構造的な課題であるが、非常時に
コンフリクトを生じないよう、平時からの関
係維持が重要であろう。

とくに、災害廃棄物問題においては、瓦礫
の撤去や集積、復興計画における資材活用の
両面で、廃棄物部局と建設部局との協調が重
要と考えられる。

2.5　想定外の問題への対応
放射性物質による汚染の問題が災害廃棄物

問題と絡んだことは、今回の特殊事例であり、
これに伴う具体的な課題は第 3 部に譲り、総括
的な教訓のみここで記しておきたい。大規模
災害と放射性物質汚染との同時発生が万一再
び生じた場合には、今回の経験がいかせるが、
それはここで述べるべき本題ではない。今回
の経験を教訓として備えるべきことは、別の

「想定外」の問題が起きないかどうか、つま
り通常の廃棄物としては処理し難いようなリ
スク要因を孕んだ災害廃棄物の発生が起こり
得ないのかの点検と、起きた場合の対応の準
備であろう。たとえば、放射性物質以外にも、
隔離された区域のみで扱われる物質は存在す
る。想定外の問題、法律の谷間に落ち込む問題、
といった釈明が繰り返されることのないよう
に備える必要があるだろう。

3.　発災からの時間の経過と専門家の関与
最後に、個別の課題の整理に加え、発災か

らの時間経過との関係からみた問題意識を記
しておきたい。

初動対応においては、専門家個人や専門家
組織が、現場での作業支援を含む現地対応、
情報の集約・伝達、大局的な方針提示などの
さまざまなフェーズで積極的に参加した。こ
れらが他の関係主体との間での十分な有機的
連携のもとで機能したかどうかは検証の必要
があるとしても、現場での実務的な対応に専
門家は一定の役割を果たしてきた。

一方、既にその段階で筆者自身も含め関係者

が暗に意識していたことではあるが、発災直
後の混乱が一段落した後、専門家の関与、支
援を中長期的に継続する仕組みが十分であっ
ただろうか。発災後数か月は、処理計画の策定、
適用すべき技術など、専門的知識が必要な局
面は少なくない。しかし、今回の大震災では、
計画の策定や処理の実践、費用負担面での主
体が市町村、県、国にまたがり、どの主体に
対する助言や支援が効果的なのかがわかりに
くかったためか、初動の次の段階から現在ま
での専門家の関与はやや散発的、個別的にな
らざるを得なかった感がある。国レベルでは、
災害廃棄物処理の進捗状況について、関連す
る審議会の部会への報告はなされていたが、
マスタープランの策定や見直し、その後の進
行管理について、専門的知見をよりフォーマ
ルな形で反映させる仕組みもとりえたのでは
ないかと考える。また、学会などの専門家集
団の側から、タスクフォースといった形での
組織的な対応を長期的に継続し、より積極的
に関与することの適否についても検討してお
く必要があろう。行政機能の回復が進み、行
政における対応がきちんととられているはず、
との性善説的な立場をとる結果として、専門
的観点から本来気づくべき問題点が見落とさ
れることは避けねばならない。とくに放射性
物質で汚染された廃棄物のような未経験の分
野では、そうした注意深い対応が必要であろ
う。

なお、やや異種の観点であるが、若手研究
者が、中長期的な行く末が見通しにくいこの
種の調査・研究課題に注力しにくい状況になっ
ていないかどうかの検討も必要であろう。

4.　結語
本誌冒頭にも述べたとおり、本報告は、発

災後約 1 年半の時点までの災害廃棄物処理の経
過をもとにまとめたもので、中間報告という
性格のものである。災害廃棄物処理の完了ま
で、引き続き調査を続けていくことによって、
将来へ伝えるべき課題をより的確に見極める
努力を続けたい。

5.　災害廃棄物問題における対応力改善への提言
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